
～ 信濃川下流大規模水害に関する減災目標を
達成するための各機関の取組一覧 ～
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（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

１．ハード対策の主な取組
■洪水を河川内で安全に流す対策

・洪水を安全に流すため及び危機管
理型のハード対策を推進する。
(H23.7水害対応の河道掘削を実施。)

引き続
き整備

・洪水を安全に流すためのハード対策
を推進する。（五十嵐川、中ノ口川、加
茂川、下条川等）

引き続き
整備

・関屋分水路（H24～H29完）
・山島新田地区（H27～R1完）
・栗林・大島地区（H28～R2予定）
・戸石地区（R1～）

・引き続
き整備

・中ノ口川（河道掘削、築堤）（新潟）の
工事実施。
・下条川（築堤）（三条）の工事実施。
・加茂川（河道掘削）（三条）の工事実
施

・引き続
き整備

・信濃川本川及び支川合流点の水位
を低減して洪水を安全に流すため、河
道掘削を推進
　（2018年緊急点検）

2020年
度まで

・戸石地区（R1～）
・横場新田地区（R2～）

2020年
度まで

・本川背水影響区間でのハード対策を
推進する。（中ノ口川、下条川）

順次実
施

・蒲原大堰・中ノ口川水門の施設操作
運用の検討、調整

順次実
施

・蒲原大堰・中ノ口川水門の施設操作
運用の検討、調整

順次実
施

・蒲原大堰・中ノ口川水門の施設操作
運用の検討（H28～）

・引き続
き検討、
調整を
実施

・検討中。 ・引き続
き検討

・氾濫による危険性が特に高い区間に
おいて、樹木、土砂堆積に起因するは
ん濫の危険性を解消するため、樹木
伐採、河道掘削の実施
（2018緊急点検）

2020年
度まで

・水位低下を図るための河道掘削と堤
防整備を推進する。（中ノ口川）

引き続き
実施

中ノ口川合流点（R1完）
五十嵐川合流点（R1完）
加茂川合流点（R2～）

2020年
度まで

近年浸水実績があり、病院、市役所等
の生命や防災上の重要施設の浸水が
想定される区間で、主要降雨等による
浸水被害を防止軽減するため河川改
修等の対策を実施
（2018緊急点検）

2020年
度まで

・流下阻害等によって、洪水氾濫によ
る著しい被害が生ずる等の河川につ
いて、樹木伐採・掘削等の緊急対策を
実施する。

順次実
施

・栗林・大島地区（H28～）
・戸石地区（R1～）

■流出抑制対策
・五十嵐川遊水地の建設
・笠堀ダムの嵩上げ

引き続き
整備

H29.3月
完了予
定

・五十嵐川遊水地の整備及び笠堀ダ
ムの嵩上げ工事完了。

・完了 ・H28年
度完了

■内水対策
・排水ポンプ車の更新・増強 順次整

備
(H29～
H32年
度まで)

・布施谷川・新川排水路下流部の内水
対策(ハード・ソフト)
・新通川・島田川の河道拡幅

引き続き
整備

順次整
備

・順次整
備(H29
～32年
度まで)
・順次整
備(H31
年度完
了)
・順次整
備(H29
年度完
了)

・順次整
備

・順次整
備

順次整
備（H29
年度完
了予定）

・排水ポンプ車や照明車等の災害対
策車輌・機器について、平常時から定
期的な保守点検を行い、災害発生時
の出動体制を確保。
・排水ポンプ車、照明車の増強（R2実
施予定）

・引き続
き実施

・関係機関と連携し対策（ハード・ソフ
ト）について検討中。
・新通川・島田川（河道拡幅）の工事実
施中。

・引き続
き実施

・引き続
き整備
（白根水
道町は
H31供
用開始）

・順次整
備

・順次整
備(R5年
度完了)
・順次整
備(H30
年度完
了)

・H29～
30年度
実施
・R元年
度完了

・引き続
き検討
・整備済
み
・R元年
度出水
期完了

・順次整
備（H29
年度完
了予定）
・順次整
備（H30
年度完
了予定）
・H30年
度完了

順次整
備

順次整
備

H28年
度完了
予定

順次検
討

順次整
備

順次整
備

順次整
備、実
施

順次整
備

・引き続
き整備

・順次整
備

・R元年
度完了

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・H28年
度完了

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・地域の自発的な共同活動として行う
流出抑制の「田んぼダム」の取組につ
いて、国、市町村と連携し支援を行っ
ている。

順次整
備

順次整
備

実施中 順次検
討

順次整
備

順次整
備

順次検
討

順次整
備

・国、市町村と連携し、田んぼダムの
普及啓発に取り組んでいる。

・引き続
き実施

実施中 実施中 ・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

②本川と支川の合
流部等の対策

(戸石地区、横場新
田地区)【R2追加】

W,X
順次
実施

　信濃川本川
及び支川合流
点の水位を低
減して洪水を
安全に流すた
め、河道掘削
の推進

④信濃川下流及び
中ノ口川の治水安
全度バランスを考
慮した蒲原大堰・
中ノ口川水門の施
設操作運用の検
討、調整

Y
順次
実施

施設操作運用
の検討、調整

③本川と支川の合
流部等の対策
(中ノ口川・加茂

川・下条川)【R2追
加】

W,X
順次
実施

弥彦村

実施内容

・調整池等の整備
・既存の調整池等の機能維
持のため、適正な管理を実施

・既存の調整池等の機能維
持のため、適正な管理を実施
R01.4清掃実施

・田んぼダムの活用の実施検
討。

・田んぼダムの活用の実施検
討。

長岡市

実施内容

・調整池等の整備

・開発許可申請者と適正な協
議を実施。

・【Ｈ29.3】浸水想定区域付近
に雨水地下注入浸透事業実
施、設置完了。

・調整池等の整備

・整備箇所を検討中。

・田んぼダムの活用

・排水調整管の適正設置を確
認。

・調整池等の整備・調整池等の整備の検討

・調整池等の整備。

・田んぼダムの活用

・田んぼダムの活用。

燕市

実施内容

・須頃郷１号排水路整備事業

・H29度完了に向け、引き続き
事業実施予定。

・H29年度未完了。H30年度
に繰り越し、完了に向け引き
続き事業実施。

・H30年度整備完了。

三条市 加茂市

実施内容

・加茂川・下条川への雨水ポ
ンプ場の整備
・堰ノ川沿線排水区域内水対
策事業

・分水路及び雨水排水ポンプ
の新設（黒水）

・雨水排水ポンプの新設（千
刈）

・次年度以降、追加の整備を
検討。

・雨水排水ポンプ場の遠隔監
視システムの整備
・堰ノ川沿線排水区域内水対
策事業

実施内容

見附市

実施内容

・既存消雪井戸を活用した浸
水軽減策。

・布施谷川・新川排水路下流
部の内水対策（ハード・ソフ
ト）

・新通川・島田川沿線排水区
域内水対策事業

・裏館第１雨水幹線排水区域
内水対策事業（公共下水含
む）

・布施谷川・新川排水路下流
部の内水対策（ハード・ソフ
ト）。

・新通川・島田川沿線排水区
域内水対策事業

・裏館第１雨水幹線排水区域
内水対策事業（公共下水含
む）

T

①
・河道掘削
・侵食対策
・浸透対策
・築堤

排水ポンプ場
の整備等の、
排水ポンプ車
の整備

W,X

遊水地の整
備、ダムの嵩
上げ

②
・調整池の整備
・田んぼダムの活
用

引き
続き
整備

洪水を安全に
流すため・危
機管理型の
ハード対策の
推進

①ダムの嵩上げ、
遊水地の整備

W
引き
続き
整備

⑤多数の家屋や重
要施設等の保全対

策
（中ノ口川）【R2追加】

W,X
順次
実施

信濃川と支川
合流点付近の
氾濫の危険性
が特に高い区
間において、
土砂の維持掘
削及び樹木伐

採の推進

⑥重要インフラの
機能確保【R2追

加】
W,X

順次
実施

病院、市役所
等の重要イン
フラについて、
主要降雨等に
よる浸水被害
を防止軽減す
るため河川改
修等の対策を

実施

減災のための取組項目（概ね５年間）

順次
整備

T
順次
整備

調整池等の整
備

田んぼダムの
整備・活用

北陸地整

①排水機能の配
備

・整備の検討。

・田んぼダムの活用の検討

・引き続き検討。

新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

・調整池等の整備

・調整池等の整備。

・田んぼダムの活用（市内
1,159ヘクタールで実施）

・田んぼダムの活用（市内
1,159ヘクタールで実施）

新潟市

実施内容

・雨水排水ポンプ場の整備
（白根水道町、山田）

・雨水排水ポンプ場の整備
（山田）。

・調整池等の整備
・地下貯留施設（雨水貯留
管）による浸水対策

・調整池等の整備。
・地下貯留施設（雨水貯留
管）による浸水対策。

・田んぼダムの活用

・田んぼダムの活用。

農政局

実施内容

田上町

実施内容

・調整池等の整備

・整備の調査・検討。

・田んぼダムの活用

・田んぼダムの活用。

⑲

⑳

㉑

㉔
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（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

■危機管理型ハード対策
・堤防天端の保護(アスファルト舗装
等)

H28年
度から
順次整
備

・堤防天端の保護 H28年度
以降検
討

・加茂新田地区（H28年度完）
・石上地区（H28年度完）
・大川津地区（H28年度完）

引き続
き実施

・要対策箇所について検討中（H28～）
（河川整備課）。
・五部一川において堤防天端舗装を
実施（五泉市青橋地区）（H29完了）
（新津）
・地域活性化推進事業において、刈谷
田川で堤防天端舗装（利用目的）を実
施（長岡）。
・地域活性化推進事業において、五十
嵐川で堤防天端舗装（利用目的）を実
施（H31完了）（三条）

・引き続
き検討、
調整を
実施

・H28実
施済、引
き続き実
施

・堤防裏法尻補強 H28年
度から
順次整
備

・小須戸地区（Ｈ28年度完） 引き続
き実施

■避難路・避難場所の安全対策の強化【R2追加】
・土砂流出防止のためのハード対策を
推進する。

引き続き
実施

■土砂・洪水氾濫への対策
・既設砂防堰堤の改築 引き続き

実施

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
・水防団と自治体との水防資機材の確
認を実施

引き続
き実施

・水防資機材の配備状況の確認・整備 引き続き
実施

H28年
度から
検討

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

・【R1.5.23・29】合同巡視時に水防団・
自治体と一緒に水防資材を確認。毎
年出水期前に実施。

・R1年度
実施
済、引き
続き実
施

・水防資器材の配備状況の確認を実
施（各地域）。
・水防倉庫の修繕整備（棚を設置し収
納力及び使いやすさを向上）

引き続き
実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・新技術（水のう工法等）を活用した水
防活動

・H28年
度から
検討

・新技術を活用した水防資機材等の配
備を検討する。

・H28年
度以降
検討

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

H28年
度
から検
討

・水のう工法を実際の訓練等で実施し
ていく。
・【H30.5】信濃川下流水防演習で水の
う工法、鋼製枠釜段工法訓練実施
・R1.6.2信濃川下流水防演習でも水の
う工法訓練展示

引き続
き実施

・耐候性土のうの整備（三条、長岡）。 ・順次整
備

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・簡易水位計の設置
・ＣＣＴＶカメラの設置

H28年
度から
順次整
備

・水位計・量水標の設置
・洪水危険箇所における河川カメラ設
置

順次整
備

・H30年
度完了
予定

・危険個所に追加設置。
（H28簡易水位計6台、CCTVカメラ4
台）
・H30危機管理型水位計9台追加設置
・R1危機管理型カメラ5台追加設置
・今後も状況に応じて検討する。

引き続
き実施

・刈谷田川（大沼新田）において、水位
計を設置（H29完了）（河川管理課）
・危機管理型水位計を令和元年度ま
でに20箇所に設置完了。令和2年度に
29箇所に設置予定。（河川管理課）
・簡易型河川監視カメラを令和2年度
に48箇所に設置予定。（河川管理課）

・H28実
施済

・H30以
降順次
実施予
定

・H30年
度完了

・水害リスクラインに基づく水位予測及
び洪水予報を実施。
・既存監視カメラの非常用電源設備の
整備
（2018年緊急点検）

2020年
度まで

・水位局舎の嵩上げ及び電源装置の
長寿命化を検討する。

・水害リスクラインに基づく水位予測及
び洪水予報を開始（R2～）。
・既存監視カメラの非常用電源設備の
整備を実施（H30完）

・完了

・県管理河川の浸水想定区域を踏ま
えて検討

H29年
度から
検討

・庁舎等の耐水化の検討 H28年度
以降検
討

今後検
討

H28年
度
から検
討

Ｈ28年
度から
検討

Ｈ28年
度から
検討

・三条出張所電源設備の耐水化ｊを実
施予定（R2～）。
・その他、県管理河川の浸水想定区
域を踏まえて引き続き検討。

・R２予
定
・引き続
き検討

・庁舎については浸水時の機能確保
の検討を行い、必要な庁舎で電力供
給の安全対策を実施済みである。

・完了 ・今後検
討

引き続
き検討

・引き続
き検討

・引き続
き実施

　全国の災害活動拠点施設となる事
務所及び事務所をつなぐ重要な通信
中継施設（10地方整備局等）の停電対
策、通信機器の整備が不足している
事務所へ災害対策用通信機器の増強
等を実施。
（2018緊急点検）

2019年
度まで

該当なし 2019年
度まで

該当無し

・庁舎の耐水化について、調
査・検討する。
・水害時の役場機能移転につ
いて、調整する。

・水害時には、役場機能を村
内別施設へ移転することを計
画している。

・河川管理者と連携を図り必
要資機材の配備の検討を行
う。

・必要に応じ、更新・配置を
行っている。

・浸水想定状況等を参考にし
て、今後の対応について検討

・引き続き検討

・自治会に対する水防資機材
の十分な確保

・予算の範囲内で引き続き実
施。

①新技術を活用し
た水防資機材の検
討及び配備

④庁舎等の耐水
対策

H28
年度
から
順次
検討

⑤庁舎等の停電
対策【R2追加】

①砂防堰堤等の
整備【R2追加】

H30
年度
から
順次
整備

③洪水予測や水
位情報の提供の
強化（ダム放流警
報設備等の耐水

化や改良等、水文
観測所の停電対

策）【R2追加】

J

Z

H28
年度
から
順次
整備

堤防天端の保
護

堤防裏法尻の
補強

順次
検討

水害リスクライ
ンによる予測
及び危機管理
型カメラ、水位
計等の設置に
よる監視体制

の整備

①
・堤防天端の保護
・堤防裏法尻の補
強

②円滑な避難活動
や水防活動を支援
するため、CCTVカ
メラ、簡易水位計
や量水標等の設
置を行う

J,L

新技術を活用
した水防資機
材の検討・配
備

M,P,
Q

H28
年度
から
順次
整備

CCTVカメラ、
簡易水位計・
量水標の設置

庁舎等の耐水
対策

S

①砂防堰堤等の
整備【R2追加】

H30
年度
から
順次
整備

・河川管理者や水防団と連携
し水防資機材の配備状況の
確認や整備を行う。

・【R１.5】各区において水防資
機材の配備状況を確認し、不
足数を補充するなど整備を
行っている。
・【H29.3】堤防が局所的に低
い小須戸橋右岸堤防におい
て、大型土のう更新作業を
行った。定期的に状況を確認
し、更新を行う。

・出水期前に確認を行い、補
充している。
・地元町内会長からの申し出
により、不足分を補充してい
る。
・新技術を活用した水防資機
材等の配備については、検討
中。

・情報を収集し、必要性を検
討する。

・調査・検討を継続。

・危機管理型水位計の設置

・危機管理型水位計の設置

・新たな浸水想定区域に対応
した対策の必要性の調査等
を含め検討

・新たな浸水想定区域に対応
した対策の必要性の調査等
を含め検討。

・河川管理者と連携を図り、
配備状況の確認や整備を行
う。

・出水期前に確認を行い、補
充している。
・地元町内会長からの申し出
により、不足分を補充してい
る。

・Ｈ23水害の教訓として、市の
倉庫や消防器具置場、町内
会館等に配備済みで、新技
術を活用した水防資機材等
の配備を検討する。

・水防資材の十分な確保

・水防資材の十分な確保。

・情報を収集し、必要性を検
討する。

・引き続き必要な資機材を検
討。

庁舎の耐水化について、調
査・検討する。

・公表された浸水想定区域に
対応した必要性の調査含め
て検討

・水防資機材の配備状況の
確認・整備

・R１年度の出水期前に実施。

・情報を収集し、必要性を検
討

・情報を収集し、必要性を検
討予定。

H28
年度
から
検討

水防資機材の
確認・整備

S
順次
検討

⑭

㉒

⑬

⑰

2



（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
水害に強い信濃川下流域づくり協議
会等において情報共有を実施。

順次実
施

水害に強い信濃川下流域づくり協議
会等において情報共有を実施。

順次実
施

Ｈ30年
度以降
検討

協議会等において災害拠点病院等の
機能確保のための対策の実施状況を
共有

引き続
き実施

協議会等において災害拠点病院等の
機能確保のための対策の実施状況を
共有

引き続き
実施

・今後検
討

・排水機場の耐水化を検討する。 H28年度
以降検
討

H30年
度以降
に検討
を開始

今後検
討

H29年
度以降
検討

H28年
度
から検
討

H28年
度から
検討

H28年
度以降
に検討
を開始

・今後、更新を含めた事業化が計画さ
れている排水機場の耐水化につい
て、関係者と調整、検討する。

・引き続
き検討

更新時
期に実
施

・今後検
討

・今後検
討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・洪水ハザードマップに記載されてい
る民間施設等を活用した緊急的な避
難先の事例を収集し、調整内容や協
定の締結方法等について協議会の場
等を通じて情報提供。

随時 必要性のある
エリアの検討
を行う。

R2より
検討

Ｒ２年度
以降検
討

引き続
き実施

・引き続
き検討

今後検
討

引き続
き検討

引き続
き実施

・完了
・随時検
討

２．ソフト対策の主な取組　①信濃川下流等の大規模水害の特徴を踏まえた避難のための取組
■情報伝達、避難計画等に関する事項

・新潟県河川防災情報システムの改
良及びスマートフォン向け画面の検討

H28年度
以降検
討

H28年
度から
実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

・平成29年出水期までにスマートフォ
ン版サイトを作成。（H29完了）（河川
管理課）
・河川防災情報システムの改良を実
施。（H31実施。R2年6月末までに実施
予定）（河川管理課）

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

引き続
き実施

・引き続
き検討
・整備済

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・信濃川下流域情報共有プラットホー
ムにおいて、阿賀野川河川事務所及
び信濃川河川事務所の防災情報をあ
わせて一元化し、共有・閲覧できるシ
ステムを構築。

順次実
施

・阿賀野川流域、信濃川中流域追加
・H30年度4月よりX,Cバンドレーダーを
合成したものに統一
・H31年度緊急情報と事前情報に情報
提供を整理
・想定氾濫図、簡易水位計情報を追加

・信濃川
中流は
H30年
度６月
運用開
始

・アドホック（簡易）水位計の整備。
・プッシュ型の洪水予報等の情報発
信。

順次実
施

・隣県水位局の情報を掲載
・洪水時における水位の緊急速報メー
ルの検討

H28年度
以降検
討

・気象警報・注意報を発表し、
現象ごとに警戒期間、注意期
間、ピーク時間帯、雨量などの
予想最大値を周知

引き続
き実施

・アドホック（簡易）水位計を追加設置
完了した。プラットフォームに掲載完
了。
・プッシュ型の洪水予報等の情報発信
H29年出水期より実施。
・洪水時に特化した低コストな危機管
理型水位計を９箇所施工した。

・引き続
き実施
・H29.5
実施
・H30年
度完成

・隣県水位局の情報を新潟県河川防
災情報システムで公開する。（H29完
了）（河川管理課）
・河川情報のプッシュ型メール配信
サービスを開始。（R01配信開始）（河
川管理課）
・危機管理型水位計の水位情報を河
川防災情報システムにて公開。（R01
公開開始）（河川管理課）
・簡易型河川監視カメラの画像情報を
河川防災情報システムにて公開。
（R02公開開始予定）（河川管理課）

・引き続
き実施

気象庁ＨＰ、防災情報提供シ
ステム等で洪水、土砂災害危
険度分布を引き続き提供中

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

・引き続
き実施

引き続
き実施

・H28年
度完了

・自治体へのホットラインの実施 H28年度
以降検
討

・必要に応じて、自治体に情報
伝達（ホットライン）を実施

引き続
き実施

・ホットラインを確保済み。
・H29出水期から運用開始。

・引き続
き実施

・適宜実施中 ・引き続
き実施

H28年
度から
実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

・引き続
き実施

引き続
き実施

・H28年
度実施
済、引き
続き実
施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

H28年
度から
実施

H28実
施済み

・緊急避難場所の指定

・緊急避難場所の指定検討中

・防災情報メール（登録制）の
周知、普及

・弥彦村ホームページ内に、
防災メール登録ページを掲載
している。
・広報やひこ（１２月・２月号）
で、村民へ弥彦村防災メール
の登録周知実施。

・弥彦村の防災メール（登録
制）を活用し、情報発信を実
施

・弥彦村の防災メール（登録
者）による情報発信を実施
中。

情報共有が必要となる対象
施設及び情報等を検討。

-

・SNSの活用による情報発信
・川の防災情報の充実

・ＳＮＳの活用による情報発信
を実施中。

・市内設置の河川監視カメラ
映像の提供

・ホームページ上で河川カメラ
の映像を公開。

・緊急告知FMラジオ購入費補
助制度の周知
・防災情報メール（登録制）の
周知、普及

・ホームページ等でFMラジオ
購入費助成制度や防災情報
メールの周知を実施。

・緊急的な避難先として、民
間施設の活用について検討

・施設状況等に応じて、今後
の対応について検討

・排水機場の耐水化につい
て、検討する。

－

津波用同報無
線の活用

信濃川下流域
情報プラット
ホームの拡充

カメラ映像の
情報提供

排水機場の耐
水化

⑦排水機場の耐
水化

自治体への情
報伝達（ホット
ライン）

防災アプリ・ラ
ジオ・メールの
更なる普及の
ための周知・
広報

順次
検討

災害拠点病院
等の機能確保
のための対策
の実施状況を
共有

⑥災害拠点病院
等の機能確保のた
めの対策の実施状
況を共有（H30追
加）

S

河川防災情報
等のシステム
改良
スマートフォン
を活用した情
報発信
SNSを活用し
た情報発信

水位・気象情
報等の情報発
信

津波浸水などを含め、耐水化
について、調査検討する。

排水機場更新のタイミングに
合わせて耐水化を実施

・川の防災情報の充実

・川の防災情報発信のため、
防災メールやツィッターなど
のシステムを整備している。

・メール配信サービス（登録
制）やツイッターなどを活用し
た情報発信を実施

・川の防災情報の充実

・防災情報の的確な配信体制
の構築に努めた。

・今後の対応について検討
（該当施設の調査等）

・今後の対応について検討
（該当施設の調査等）。

・メール配信サービス（登録
制）やツイッターなどを活用し
た情報発信を実施

・川の防災情報の充実

・情報発信の手段の多様化に
ついて、引き続き検討。
・河川等の情報収集能力向
上のため中央指揮所の整
備。

・指定緊急避難場所の指定

・指定緊急避難場所は設置
済み
・施設の統廃合等により指定
箇所の更新を検討

・民間施設の利用を検討

・市内冠水危険箇所における
監視カメラの整備

・ホームページ上で河川カメラ
の映像を公開

・ホームページ上で河川カメラ
の映像を公開

・三条市メール配信サービス
登録者の増加に向けた取組
を実施

・三条市メール配信サービス
登録者の増加に向けた取組
を実施。

・平成16年の水害を契機とし
て耐水化を高める改修を行っ
ており、現時点では耐水化改
修等の必要性が高くない。引
き続き、施設状況等を確認し
ながら必要性を検討していく。

・SNSの活用による情報発信
・川の防災情報の充実

・SNSの活用による情報発
信。
・川の防災情報の充実。

・【H28.7】整備済み。

・携帯電話やパソコンのメー
ルを利用した五泉あんしん
メールについて、更なる普及
のため周知・広報を実施す
る。

・出水期前の市広報紙での周
知に加え、出前講座や移動
市長室、催事での周知を実
施。

・防災情報メール（登録制）の
周知、普及

・登録者増加に向けて普及活
動実施中。

・今後、事業化に併せて、内
水に係る超過降雨による洪
水時に備えた排水機場の耐
水化を検討(ポンプ場の設計
基準改定においても、耐水化
も含めて検討中）

・土地改良事業計画設計基
準・設計「ポンプ場」H30.5.22
制定の技術書で河川の氾濫､
高潮津波等に対する対策が
盛り込まれており、今後更新
を含めた事業化が計画される
排水機場については、耐水対
策を検討する。

・排水機場の耐水化について
調査・検討する。

・検討中。

・川の防災情報の充実

・メール配信サービス（登録
制）を活用した情報発信を実
施

・防災情報メール（登録制）の
周知、普及

・ホームページ、広報誌等を
通じて防災情報メール（登録
制）の周知実施。

・退避場所として適切な場所
を検討する。

①リアルタイムの
情報提供やプッ
シュ型情報の発

信、防災情報の充
実（水位、気象情
報、土砂災害危険
度情報、カメラ映
像、ホットラインな
ど）【H30一部追

加】【R2一部追加】

G,H
I,J

順次
実施

・危険箇所の範囲や避難所
の位置を分かりやすく表示す
る「にいがた防災アプリ」につ
いて、更なる普及のため周
知・広報を実施する。
・緊急告知FMラジオの購入
費助成制度について、更なる
普及のため周知・広報を実施
する。

・緊急告知FMラジオの購入
費助成制度について、市HP
及び市報にいがた掲載し市
民に周知。

・津波用として設置してある同
報無線について河川洪水用
としても活用するよう、既存設
備の運用変更を行う。

・津波用として設置してある同
報無線について河川洪水用
としても活用するよう、既存設
備の運用変更を行った。

T,U

H28
年度
から
順次
検討

⑧応急的な退避場
所の確保【R2追

加】
E

順次
検討

安全な避難場
所への避難が
困難な地域に
おける避難場
所の整備等

該当なし ・今後の対応について検討

⑮

②

3



（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

■情報伝達、避難計画等に関する事項
引き続
き実施

引き続
き実施

・引き続
き検討

引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

引き続
き実施

・H28年
度完了

・これまで別々に管理されてきた水害・
土砂災害に関する情報を統合表示す
るシステムによる情報提供を開始。
（2018年緊急点検）

新潟県総合防災情報システムで、河
川、土砂、震度、道路の防災情報を一
元集約し、市町村や関係機関へ情報
伝達する。

順次実
施

・危険レベル（警戒レベル）の
導入に関し、洪水予警報発表
形式の見直しを行い、発表情
報の参考となる警戒レベルが
分かる発表文にて運用。

引き続
き実施

　令和元年～　現在の整備を行ってき
た水位情報等の提供システムに、土
砂災害警戒情報等の情報を表示する
か検討中。

令和元年5月29日　レベル化
に対応した相当情報記載の改
良電文にて洪水予報の運用を
開始。洪水予報運用要領を改
定済。

実施中

・出水時に、国土交通省職員等普段
現場で災害対応に当たっている専門
家がリアルタイムの状況をテレビやラ
ジオ等のメディアで解説し、状況の切
迫性を直接住民に周知
（2018年緊急点検）

随時

　令和元年～　出水時だけでなく、平
時にも河川の注意点について国土交
通省職員による専門家がＴＶニュース
で解説を実施。また、豪雨災害に備
え、北陸地方整備局と新潟気象台職
員による合同記者会見を実施。
「新潟県メディア連携協議会」を設立
し、関係機関と情報共有、連携。

随時

・ダムや堤防等の施設について、整備
の段階や完成後も定期的にその効果
や機能等について住民等への周知を
実施。

随時 ・ダム完成後も定期的にその効果や機
能について周知を実施

順次実
施

出前講座、防災学習等を通じて実施。 引き続
き実施

・避難行動に繋がるダム放流情報の
内容や通知タイミングの改善、河川水
位情報等の
活用などが必要なダムの発表を、共
同で実施。

随時 ・避難行動につながるダムの情報発信
について情報内容やタイミングを改善

順次実
施

順次検討を行
う。

国や県
など関
係機関
からの
情報提
供後か
ら検討

引き続
き実施

引き続
き実施

R2以降
検討

該当なし 今後検
討

ダム管理者と検討を実施（R1～） 引き続
き実施

検討中 引き続
き検討

引き続
き実施

・出水後におけるタイムラインの検証と
改善
・必要に応じて、水位情報等の提供な
ど

順次実
施

・市町村が作成するタイムラインに必
要な水位情報等の提供など

順次実
施

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備

順次実
施

国、県な
ど関係
機関か
らの情
報提供
後から
検討

順次実
施

引き続
き実施

順次実
施

順次実
施

順次実
施

順次実
施

順次実
施

順次実
施

・流域市町村のモデルとして、三条市
の関係機関と連携したタイムラインの
検証を支援していく。

・引き続
き実施

・必要に応じて水位情報等を提供す
る。

・引き続
き実施

避難判断基準の検討について
は、市町村訪問により、H31.3
改定の避難勧告等に関するガ
イドラインに沿った避難判断基
準の解説を実施し、市町村支
援を行う。
また、これにあわせて台長に
よる首長訪問を実施し、市町
村との連携強化を図る。
県内全市町村への首長訪問、
防災担当者打合せを実施。。
[R01.4月-8月]

・引き続
き実施

H29出
水期よ
り、水位
周知河
川にお
いても運
用。

・引き続
き実施

・Ｈ30年
度実施
済

・国、県
など関
係機関
からの
情報提
供後か
ら検討

・H30整
備済
み。

・国、県
など関
係機関
からの
情報提
供後か
ら検討

・国、県
など関
係機関
からの
情報提
供後か
ら検討

・引き続
き実施

・国、県
など関
係機関
からの
情報提
供後か
ら検討

・出水後におけるタイムラインの検証と
改善
・必要に応じて、水位情報等の提供な
ど

順次実
施

・市町村が作成するタイムラインに必
要な水位情報等の提供など

順次実
施

・北陸地整・県・市・町と共同
し、整備・改善を支援

順次実
施

H28年
度から
検討

H27年
度から
実施

引き続
き実施

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

H27年
度から
順次実
施

・H28年
度より順
次実施
・引き続
き実施

平成２８
年度より
順次実
施

・7月出水、台風１９号等で各自治体が
タイムラインを活用した旨を確認した。

H29.10
調査

・刈谷田川（長岡市、見附市）、中ノ口
川（新潟市）、小阿賀野川（新潟市）、
能代川（新潟市）のタイムラインを策定
済み
・五十嵐川について（H30.7.5）タイムラ
イン策定（三条）
・その他河川についても順次策定予
定。

・順次整
備
・引き続
き実施

流域自治体の要請に応じ適
宜、作成支援を実施。

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・Ｈ30年
度実施
済

・引き続
き実施

・整備済
み

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・信濃川下流洪水浸水想定区域図の
策定・公表。
・浸水継続時間の策定、公表。
・家屋倒壊等氾濫想定区域図を作成
し自治体へ提供。

H28年
度から
実施

・想定最大規模も含めた浸水想定区
域図や家屋倒壊等氾濫想定区域等の
公表を行う。

H28年度
以降検
討

・【H28.5】信濃川下流洪水浸水想定区
域図の策定・公表。
・【H28.5】浸水継続時間の策定、公
表。
・【H28.5】家屋倒壊等氾濫想定区域図
を作成し自治体へ提供。

・H28年
度完了

・中ノ口川、小阿賀野川、能代川、加
茂川、下条川、五十嵐川、刈谷田川、
猿橋川、茨曽根川、滝谷川、大正川、
布施谷川、鹿熊川、塩谷川、稲葉川、
才歩川、山田川、五社川、東大通川、
牧川の20河川について公表済み。
（R02.3.31時点）

・引き続
き実施

・想定最大規模降雨の信濃川下流氾
濫シミュレーションの公表。

H28年
度から
実施

・H29年度公表。 ・H29年
度完了

・ただし書き操作の予告連絡
があったときに避難勧告を発
令
・避難情報については適宜見
直しを実施

・ただし書き操作の予告連絡
があったときに避難勧告を発
令
・避難情報については適宜見
直しを実施

・ダム放流情報を活用した避
難体系の確立

・今後防災計画の見直しをし
ていく過程で検討する

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備
を検討。

・避難情報のためのタイムラ
インの整備

・信濃川下流河川事務所と連
携したタイムラインを整備済
み。
今後検証と更新を行う。

・台風１９号接近時の役場対
応の反省点等から、避難所
内のレイアウトや備蓄品の見
直しを行っている。

・台風１９号災害を踏まえて、
配備を検討中。

・台風１９号災害を踏まえて、
配備を検討中。

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備

・策定済み。（中流域）
・災害の激甚化を踏まえて、
見直しを行っている。

・市町村間をまたぐ避難勧告
のためのタイムラインの整備

・緊急告知FMラジオを町内
会、要支援者等へ配布

・新規要支援者へ配布済み。

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備

・刈谷田川の関係機関と連携
した防災行動計画（タイムライ
ン）を実施運用。

・信濃川等の各観測所ごとに
タイムラインを策定し、必要に
応じて見直しを実施

・刈谷田川のタイムラインを
H28年度に整備済み。

・管理者から通知されるダム
放流情報により避難情報発
令を検討

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）を整備
した。今後運用しながら適宜
見直しを図る。

・市町村間をまたぐ避難勧告
のためのタイムラインの整備

・刈谷田川のタイムラインを
H28年度に整備済み。

FMラジオの配
備事業

Wi-Fiステー
ション整備

(整
備)

順次
実施
 (検
証・

改善)
引き
続き
実施

タイムラインの
整備・改善・支
援

⑦避難勧告等の
発令に着目した防
災行動計画（タイ
ムライン）の整備
及び検証と改善

⑧想定最大規模も
含めた破堤点別浸
水想定区域図（ダ
ム下流部を追
加）、 家屋倒壊等
氾濫想定区域の
公表（浸水ナビ等
による公表）【R2一
部追加】

D,E
F

H28
年度
から
順次
実施

洪水浸水想定
区域図・家屋
倒壊等氾濫想
定区域図の策
定・公表

氾濫シミュレー
ションの公表

・汎用（放送局デジタル選局
式）FMラジオの配備事業

・燕市観光・防災Wi-Fiステー
ション整備

・整備済み。

・普及活動実施中。

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の検討

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備
を検討。

・協議会の中で検討する避難
計画（案）等をふまえ改善を
行う
・河川管理者と連携を図り、
改善・整備を行う。

・関係機関と引き続き協議。

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備
を検討。

・事前防災行動計画（タイムラ
イン：水害版）の運用
・市町村間をまたぐ避難勧告
のためのタイムラインの整備

・関係機関と引き続き協議。

・水防法の改正に伴う浸水想
定区域の見直しや、平成27年
9月の関東・東北豪雨を踏ま
え、ワーキングを開催して検
証を行い、必要な見直しや新
たな課題の抽出を行ってい
る。

・避難に対する考え方や避難
情報の出し方など、対応全体
の在り様を改めて検討する。

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備
を検討

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備
を実施運用。

・ホットラインのタイミングや庁
内の体制などについて、タイ
ムラインの改善を実施する。

・洪水対応演習時にタイムラ
インを確認。

・水防法の改正に伴う浸水想
定区域の見直しや、平成27年
9月の関東・東北豪雨を踏ま
え、ワーキングを開催して検
証を行い、必要な見直しや新
たな課題の抽出を行ってい
る。

・避難に対する考え方や避難
情報の出し方など、対応全体
の在り様を改めて検討する。

・該当なし

・浸水想定区域を踏まえ、関
係機関と協議。

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備

・関係機関と連携した防災行
動計画（タイムライン）の整備
を検討。

・避難勧告のためのタイムラ
インの整備
・市町村間をまたぐ避難勧告
のためのタイムラインの整備

③洪水予測や河
川水位の状況に関

する解説【R2追
加】

B,H
I,J

順次
実施

専門家が、テ
レビ等のメディ
アでリアルタイ
ムの状況を解

説

④防災施設の機
能に関する情報提
供の充実【R2追

加】

H,I
順次
実施

⑤ダム放流情報を
活用した避難体系
の確立【R2追加】

G,H
I,J

順次
実施

②危険レベルの統
一化等による災害
情報の充実と整理

【R2追加】

H,I
順次
実施

水害・土砂災
害に関する情
報を統合して

提供

①リアルタイムの
情報提供やプッ
シュ型情報の発

信、防災情報の充
実（水位、気象情
報、土砂災害危険
度情報、カメラ映
像、ホットラインな
ど）【H30一部追

加】【R2一部追加】

H,I
順次
実施

避難行動に繋
がるダム放流
情報の内容や
通知タイミング
の改善、河川
水位情報等の
活用などを河
川管理者とダ
ム管理者が共

同で実施

タイムラインの
整備・改善・支
援

⑥関係機関と連携
した防災行動計画
（タイムライン）の
整備

C

C

(整
備)

順次
実施
 (検
証・

改善)
順次
実施

・情報伝達や対応手順を関係
者間で共有

・今後の対応について検討

②

③

④

⑤

⑥

⑦

4



（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

■情報伝達、避難計画等に関する取組
・浸水想定区域の浸水深、浸水継続
時間及び家屋倒壊危険区域の情報提
供を行う。

H28年
度から
実施

・浸水想定区域の浸水深、浸水継続
時間及び家屋倒壊危険区域の情報提
供を行う。

順次実
施

・【H28.5】浸水想定区域の浸水深、浸
水継続時間及び家屋倒壊危険区域を
策定・公表し、関係機関、住民に対し
HP等を通じて情報提供を実施。

・H28年
度完了

・中ノ口川、小阿賀野川、能代川、加
茂川、下条川、五十嵐川、刈谷田川、
猿橋川、茨曽根川、滝谷川、大正川、
布施谷川、鹿熊川、塩谷川、稲葉川、
才歩川、山田川、五社川、東大通川、
牧川の20河川について公表済み。
（R02.3.31時点）

・引き続
き実施

新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

・引き続
き検討

・H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

H29年
度以降
検討

・引き続
き実施

・H30年
度実施
済み

検討中 ・Ｈ30年
度実施
済

R1.7実
施済

引き続
き実施

・引き続
き検討

完了

・H29年
度完了

・引き続
き実施

・引き続
き検討

新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

H29年
度以降
実施

新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

・引き続
き検討

・H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

H29年
度以降
検討

H29年
度以降
検討

・H3１年
度実施
済み

検討中 ・Ｈ30年
度実施
済

・引き続
き検討

引き続
き実施

・引き続
き検討

完了

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き検討

新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

H29年
度以降
実施

新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

・引き続
き検討

H29年
度以降
検討

H29年
度から
検討

H29年
度以降
検討

H29年
度以降
検討

H29年
度以降
検討

・H30年
度実施
済み

検討中 ・Ｈ30年
度実施
済

R1.7実
施済

引き続
き実施

・引き続
き検討

完了

・引き続
き検討

・引き続
き検討

R元年度
実施

・作成に必要な情報の提供及び策定
を支援する。

H28年
度から
順次実
施

・作成に必要な情報の提供及び策定
を支援
・市町村間の調整や運営上の課題へ
の支援

引き続き
実施

・作成に必要な情報の提供及
び策定を支援

H28年
度から
順次実
施

H28年
度から
検討

H29年
度以降
検討

引き続
き実施

検討中
（県管理
河川の
想定区
域図は
一部未
公表）

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

H29年
度以降
検討

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

・作成に必要な情報を提供 ・引き続
き実施

・引き続き作成に必要な情報の提供及
び策定を支援。
・必要に応じて市町村間の調整や運
営上の課題への支援。

・引き続
き実施

・引き続き作成に必要な情報
の提供及び策定を支援。

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・検討中

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・一部実
施、引き
続き検
討

・引き続
き実施

・ハザードマップポータルサイトの周知
と活用を促進する。

H28年
度から
実施

・ハザードマップポータルサイトの周知
と活用を促進する。

順次実
施

新潟県
からの
情報提
供後に
実施

H29年
度以降
実施

・新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

H28年
度から
検討

H29年
度
から検
討

H29年
度から
検討

H29年
度以降
検討

H29年
度以降
検討

H29年
度以降
検討

・機会を捉えた周知、活用促進。 ・引き続
き実施

・検討中。 ・引き続
き検討

・H30年
度実施
済み

・引き続
き実施

・Ｈ31年
度から
実施

R1.7実
施済

引き続
き実施

・完了
・引き続
き実施

・Ｈ29年
度完了

・H29年
度済
・引き続
き実施
・引き続
き検討

R元年度
実施

・水位周知河川の見直し及び追加指
定の検討

H29年度
以降検
討

・順次検
討

・順次検
討

・能代川の水位設定を見直し、新たに
千原水位観測局を指定水位観測局に
追加。（R01出水期より追加）
・五十嵐川の水位設定の見直し及び、
指定水位観測局の追加。（R2出水期
より追加）

・順次検
討

・引き続
き検討

・浸水想定区域図等から立ち
退き避難が必要な区域と避
難方法を検討

・立ち退き避難が必要な深水
深のエリアをハザードマップ
に明記
・スクールバス等による避難
支援の更なる円滑化

・屋内安全確保等、柔軟な避
難方法の検討

・ハザードマップ作成と併せて
検討。

・避難所の浸水深等の確認、
緊急避難経路の確認

・新たなハザードマップの策
定・周知
・ハザードマップポータルサイ
トの周知と活用を促進

・H29年3月完成。(広報誌配布に
併せ）4/25日に全戸配布。広報
誌面で『まちまる』と併せ周知を
実施。
・R01.10/14.20.27に実施した自
主防災組織防災訓練にて、再度
ハザードマップの配布を実施。
・ハザードマップの全戸配布を検
討する。

・各地区の防災訓練時に、ハ
ザードマップを活用し、立ち退
き避難が必要な区域を再度
周知する。

・ハザードマップで立ち退きが
必要な地域を明確にし、これ
に基づき避難所を設置した。

・屋内安全確保等、柔軟な避
難方法の検討。

・ハザードマップを参考にし、
今後の自主防災組織避難訓
練等にて、住民に周知すると
ともに確認を行う。

・避難所の浸水深等の確認、
緊急避難経路の確認

・ハザードマップを活用し、今
後の自主防災組織避難訓練
等にて、住民に周知するとと
もに確認を行う。

・近隣市町村相互援助協定
・遠隔地災害時相互応援協
定

・遠隔地災害時相互応援協
定
⇒長野県　青木村とH28.7に
災害時相互援助等に関する
協定締結。
⇒山形県　飯豊町R01.11に
災害時における相互応援に
関する協定を締結。

・今後も他市町村との協定締
結を検討する。

・屋内安全確保等、柔軟な避
難方法の検討

・ハザードマップ作成と併せて
検討。

・避難所の浸水深等の確認
及び避難の可否について確
認

・ハザードマップ作成と併せて
検討。

・近隣市町村相互援助協定
・遠隔地災害時相互応援協
定

・新たな洪水ハザードマップ
の検討と合わせて広域避難
の必要性についても検討

・新たな浸水想定区域に対応
した洪水ハザードマップの策
定を行い、全戸配布により周
知

・現在、新たな洪水ハザード
マップを作成中。

・家屋倒壊危険区域等より、
立ち退き避難が必要な区域を
検討する。

・家屋倒壊危険区域等を確認
し、立ち退き避難が必要な区
域における柔軟な避難方法
等を検討。

・家屋倒壊危険区域等より、
立ち退き避難が必要な区域を
検討する。

・家屋倒壊等氾濫想定区域
や想定浸水深と家屋の階数
とで立退き避難の判断の目
安をハザードマップに掲載し、
周知する。

・屋内安全確保等、柔軟な避
難方法の検討。

・想定浸水深と家屋の階数と
で立退き避難、垂直避難の判
断の目安をハザードマップに
掲載し、周知する。

・避難所の浸水深等の確認、
緊急避難経路の確認

・想定最大規模降雨での刈谷
田川の浸水想定区域にもとづ
くハザードマップ改定作業の
中で確認し、安全な避難が担
保できない避難所は開設しな
いこととする。

・近隣市町村相互援助協定
・遠隔地災害時相互応援協
定

・引き続き検討。

・新たなハザードマップの策
定・周知
・ハザードマップポータルサイ
トの周知と活用を促進

・想定最大規模降雨での刈谷
田川の浸水想定区域にもとづ
くハザードマップをR2策定・周
知。
・ハザードマップポータルサイ
トの周知、活用についてはハ
ザードマップの周知と併せて
実施を検討。

・近隣市町村相互援助協定
・遠隔地災害時相互応援協
定
・広域避難の現実性について
検討

・関係機関と引き続き検討。

・避難所の災害別区分化、災
害別表示版の設置の検討
・新たなハザードマップの策
定・周知
・ハザードマップポータルサイ
トの周知と活用を促進

・避難所標識は完成。
・H29年度ハザードマップ完
成、平成30年4月に全戸配
布。

・出前講座や女性防災リー
ダー養成講座等で説明。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・関係機関と協議を重ね検
討。

⑨立ち退き避難が
必要な区域及び避
難方法の検討

避難所ごとの
浸水深・避難
可否の確認

自主防災組織
の育成・強化

屋内安全確保
等、柔軟な避
難方法の検討

D,E
F,K

H28
年度
から
順次
実施

⑩参加市・町・村に
よる広域避難計画
の策定及び支援

⑪広域的な避難計
画や土砂災害警
戒区域等を反映し
た新たな洪水ハ
ザードマップの策
定・周知【R2一部
追加】

D,E
F

H28
年度
から
順次
実施

洪水ハザード
マップの改良・
周知

D,E

H28
年度
から
順次
実施

計画規模洪
水・想定最大
規模洪水に対
する広域避難
計画の検討・
策定・支援

浸水想定区域
の浸水深、水
継続時間・家
屋倒壊危険区
域の情報提供

立ち退き避難
が必要な区
域・避難方法
の検討

・ハザードマップの見直しを行
い、全戸配布により周知す
る。

・新たなハザードマップの策
定・周知
・ハザードマップポータルサイ
トの周知と活用を促進

・新しいハザードマップを作成
し市内へ全戸配布、ＨＰへ掲
載し周知を行った。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・関係機関と引き続き協議。

・近隣市町村相互援助協定
・遠隔地災害時相互応援協
定

・検討中。

・新たな浸水想定区域に対応
した洪水ハザードマップの作
成
・ハザードマップポータルサイ
トの周知と活用を促進

・L2想定のハザードマップを
配布済み

・家屋倒壊危険区域等より、
立ち退き避難が必要な区域を
検討

・Ｈ29年度ハザードマップ完
成したため、それを参考に検
討。

・ハザードマップへの掲載に
より、検討は完了（H30.4全戸
配布済み）。
・現在、住民周知活動実施
中。
・屋内安全確保等、柔軟な避
難方法の検討

・避難所の浸水深等の確認、
緊急避難経路の確認を検討

・Ｈ29年度ハザードマップ完
成したため、それを参考に検
討。

・ハザードマップへの掲載に
より完了（H30.4全戸配布済
み）。

・家屋倒壊危険区域等を確認
し、立ち退き避難が必要な区
域における柔軟な避難方法
等を検討・周知

・家屋倒壊危険区域等を確認
し、立ち退き避難が必要な区
域における柔軟な避難方法
等を検討・周知。

・屋内安全確保等、柔軟な避
難方法の検討

・屋内安全確保等、柔軟な避
難方法の検討。

・浸水深、浸水継続時間及び
家屋倒壊危険区域等より、立
ち退き避難が必要な区域を検
討する。

・浸水深3ｍ以上・家屋倒壊
等氾濫想定区域について早
期立ち退き避難区域として指
定し、ハザードマップに記載し
た。

・広域避難の他に屋内安全確
保等、柔軟な避難方法の検
討
・家屋倒壊等氾濫想定区域に
おける頑丈で高い建物等で
の屋内安全確保等、柔軟な
避難方法の検討。

・新しいハザードマップを基に
検討中。該当する地区等へ
出向き、住民と共に避難方法
の検討をしている。

・避難所の浸水深等の確認、
緊急避難経路の確認。

・新しいハザードマップにて各
災害ごとに避難所の評価を記
載。

・家屋倒壊危険区域等より、
立ち退き避難が必要な区域
を検討する。

・家屋倒壊危険区域につい
て、洪水ハザードマップに掲
載し、全戸配布。

・屋内安全確保等、柔軟な避
難方法の検討

・当該河川において、家屋倒
壊等氾濫想定区域内にある
避難所において、避難所を開
設しないことした。（北区：岡
方中）

・避難所ごとに水害時の浸水
深や避難の可否について確
認を行う。

・新たなハザードマップの策
定・周知
・ハザードマップポータルサイ
トの周知と活用を促進

・新たなハザードマップの策
定・周知。
・ハザードマップポータルサイ
トの周知と活用を促進。

・Ｈ29年度ハザードマップ完
成したため、それを参考に検
討。

・ハザードマップに垂直避難
等を掲載により、検討は完了
（H30.4全戸配布済み）。
・現在、住民周知活動実施
中。

・北陸地整、県、関係市町と
連携し、計画規模洪水に対す
る広域避難計画を検討・策定
する。
・北陸地整、県、関係市町と
連携し、想定最大規模洪水に
対する広域避難計画を検討・
策定する。
・近隣市町村相互援助協定
・遠隔地災害時相互応援協
定

・検討中

・避難所の浸水深をハザード
マップに明示

・避難所の浸水深等の確認、
緊急避難経路の確認

・避難所の浸水深等の確認、
緊急避難経路の確認。

・近隣市町村相互援助協定
・遠隔地災害時相互応援協
定
・想定最大規模の降雨による
浸水を考慮した広域避難計
画の検討

・近隣市町村相互援助協定。
・遠隔地災害時相互応援協
定。
・想定最大規模の降雨による
浸水を考慮した広域避難計
画の検討。

・新たな洪水ハザードマップ
にて避難所の評価を記載し、
全戸配布。

・広域避難の現実性について
検討する。

・検討中。

・新たな浸水想定区域に対応
した洪水ハザードマップへの
改良と、出前講座などを活用
した周知・広報を実施する。

・新たな洪水ハザードマップを
作成し、全戸配布。

・R元年度更新したハザード
マップを参考に立退き避難が
必要な避難方法を検討する。
（R2.4.全戸配布予定）

・R元年度更新したハザード
マップを参考に屋内安全確保
等、柔軟な避難方法の検討
する。
（R2.4.全戸配布予定）

・近隣市町村相互援助協定
・遠隔地災害時相互応援協
定

・引き続き検討。

・新たなハザードマップの策
定・周知
・ハザードマップポータルサイ
トの周知と活用を促進

・R元年度更新。
（R2.4全戸配布予定）

・避難所の浸水深等の確認、
緊急避難経路の確認

・避難所の浸水深をハザード
マップに明示した。

⑫水位周知河川
の見直し及び追加
指定の検討【H30
追加】

B

H30
年度
から
検討

水位周知河川
の見直し及び
追加指定の検
討

⑧

5



（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

■情報伝達、避難計画等に関する取組
・現状予測期間（～３時間）
・更に数時間（４～６時間程度）先も含
め水位予測の精度向上の検討・シス
テム改良を行う。

H28年
度から
実施

・上流水位局による下流水位予測を検
討する。

H28年度
以降検
討

・H28年度より水位予測を6時間まで予
測する。
・出水後に予測精度の検証を行う。
・H30年度より精度向上に向けた新た
な水位予測システムを構築中
・現行システムの老朽化に伴いサーバ
を更新（R1完）

引き続
き実施

・指定水位観測所地点における横断
測量を実施。(H28年度）

・引き続
き実施

・警報等における危険度の色
分け表示
・「警報級の現象になる可能
性」の情報提供
・メッシュ情報の充実化

H29年
度出水
期から
実施

・「危険度の色分け表示」、「警
報級の可能性」、「危険度分布
（メッシュ情報）」の提供中
減災協議会等での危険度分
布の紹介等実施しメッシュ情
報の普及啓発を図った。

引き続
き実施

・流域雨量指数（洪水警報の危険度分
布）を活用した水害危険性周知を検討

H29年度
以降検
討

・流域雨量指数（洪水警報の
危険度分布）を活用した水害
危険性周知を検討
・協議会等で危険度分布の事
例解説を実施し、普及啓発を
図る。

H29年
度以降
検討

・引き続
き検討

・順次検
討

・順次検
討

H30年
度から
検討

・検討中 3月の避難勧告等に関するガ
イドライン（内閣府）改定を受
けて、洪水警報の危険度分布
活用にむけた地域防災計画の
改定支援を実施。
・気象台長により全市町村へ
首長訪問を実施し、直接、危
険度分布の解説を実施。併せ
て、全市町村の防災担当者と
危険度分布利活用の打ち合
わせを実施。[R01.4月-8月]

引き続
き実施

・順次検
討

・引き続
き検討

引き続
き検討

・洪水対応演習の実施
･ブラインド型水害対応訓練の実施

引き続
き実施

・洪水対応演習の実施 引き続き
実施

・洪水対応演習により実施 引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

H28年
度実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

平成28
年度～
平成32
年度ま
で

・【H31.4.27】洪水対応演習実施。
・【R1.6.2】信濃川下流水防訓練を実
施。
・【R1】関係機関の防災訓練に参加。

・引き続
き実施

・【H31.4.26】洪水対応演習を実施(新
潟、新津、三条、長岡）。
・【R01.6.2】信濃川下流水防訓練へ参
加（新潟、新津、三条）。
・【R01.5.19】信濃川中流水防訓練へ
参加（三条、長岡）。
・【R01.6.9】見附市防災訓練に参加
（刈谷田川遊水地警戒情報発信施設
の動作確認実施）（長岡）。

・引き続
き毎年
実施

[H31.4.26]
・洪水対応演習を実施。

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・情報伝達元の市町村に対し、正確か
つすみやかな予警報の伝達に努め、
また、ホットライン等も含めた新たな取
り組み等で協力して行く。

順次実
施

新潟県総合防災情報システムで、河
川、土砂、震度、道路の防災情報を一
元集約し、市町村や関係機関へ情報
伝達する。

引き続
き実施

・引き続
き実施

引き続
き実施

・順次検
討

引き続
き実施

・市町村とのホットライン等構築
・CCTVやアドホック（簡易）水位計等
の配置は市町村庁舎や災害拠点病院
に配慮して実施

引き続
き実施

・平成21年度から運用中
・令和元年9月末にシステムの本運用
を開始。

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

引き続
き実施

・順次検
討

・引き続
き毎年
実施

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組
・水害リスクの高い箇所について、自
治体・地域住民と共同点検を実施す
る。

引き続
き毎年
実施

・出水期前に自治会や地域住民と重
要水防箇所の共同点検を実施する。

H28年度
から実
施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

H27年
度実施
（上須頃
地区）

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施
検討

引き続
き実施

・【R11.5.23・29】自治体・地域住民と共
同点検を実施した。

・引き続
き毎年
実施

・【R01.5.23】信濃川下流水防連絡会
主催で県及び消防機関及び関係自治
会等の参加で重要水防箇所の巡視を
実施（新潟）。

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施
検討

・引き続
き実施

・市町村の要請により、出前講座等を
積極的に行っていく。
・信濃川下流域情報アーカイブの充実
化、広報を積極的に行っていく。

引き続
き実施

・新潟県防災教育プログラム【洪水災
害編】を作成済み。
・市町村の要請により、出前講座等を
積極的に行っていく。

引き続き
実施

H27年
度から
実施

H27年
度から
実施

H25年
度から
実施

引き続
き実施

毎年実
施

H28年
度から
検討

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

・出前講座に関するチラシを作成し教
育機関に配布。
・信濃川下流域情報アーカイブのバ
ナーを各関係機関ＨＰへ掲載するよう
呼びかけ、問い合わせ窓口で意見等
随時受付中。
・小中学生を対象に関屋分水資料館、
鳥屋野潟排水機場等の見学を通し
て、分水や治水施設の役割や水害の
歴史についての講習会を実施。

・引き続
き実施

【R01】
・新潟市立味方小・中学校に対し、国
と連携して水防災教育の支援を実施。
（河川管理課、新潟）
・小･中学生対象の管内施設見学にお
いて、参加者に県で作成したクリアファ
イル「洪水から命を守る」を配布して、
防災情報を提供。（新潟）
・本成寺中学校、大崎学園、田上小学
校にて出前講座を実施。（三条）
・刈谷田川（名木野小）、柿川（千手
小）、栖吉川（川崎小）について出前講
座を実施。（長岡）
・能代川河川改修事業を題材に小学
校で出前講座を実施。（新津）

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年実
施

・引き続
き実施

引き続き
毎年実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・市、消防組織、水防団の連
携した訓練を毎年実施。今後
も関係機関の連携に努めた
訓練を実施する。

・水防関係施設の見学等も含
めて実施している。
・ハザードマップを校内に掲
示。
・R01.9.19弥彦小学校におい
て、役場職員が生徒約500名
に対して、水害等の教育を実
施した。

・関係機関から指導を頂き、
周知方法の検討を行う。

・引き続き情報収集、関係機
関等と協議を行い検討する。

・洪水対応演習により実施

・【H28.10.2】訓練を実施。
・【R01.4.26】洪水対応演習情
報伝達訓練に参加。
・【R01.10.14、20、27】自主防
災組織訓練を実施。ハザード
マップの再配布を行い、洪水
等の危険箇所の再確認を
行った。

・河川管理者と自治会や地域
住民が参加して重要水防箇
所等の共同点検の実施を検
討する。

・消防団や自主防災組織と連
携し、重要水防箇所の共同点
検を計画する。

・小中学校での水害教育を実
施している。

・洪水対応演習により実施

・【H31.4.26】洪水対応演習に
より実施。

浸水想定区域等に位置する
要配慮者利用施設に電話連
絡及び緊急告知ＦＭラジオの
設置を希望した施設にはラジ
オによる情報伝達を実施して
いる。

実施中

・河川管理者と自治会や地域
住民が参加して重要水防箇
所等の共同点検を実施する。

・【R1.5.29】河川管理者と自治
会や地域住民が参加して重
要水防箇所等の共同点検を
実施。

・防災教育コンテンツ（教材）
を小中学校に設置し、防災教
育で活用するとともに、必要
に応じて講師を派遣
・小中学生の子をもつ世帯を
対象とした親子防災キャンプ
の実施

・R1年度は市内小中学校に
おいて、防災教育コンテンツ
「防災玉手箱」等を活用した
防災教育の支援及び今後の
事業を検討中。

・【R1.8.17】親子向け防災イベ
ント（子ども防災チャレンジデ
イ）実施済み。

・【R1.6】関係機関が連携した
総合防災訓練を実施

連絡網、連絡先の更新・整理
を毎年行い、連絡体制を構築
する。

施設関係者への連絡網を毎
年見直している。

・河川管理者と地域住民等が
参加して、リスクの高い区間
の共同点検を実施する。

・小中学校を対象に過去の水
害の状況、対策等についての
防災教育を実施している。

・中学校への防災教育、小学
校への防災スクールを実施。

・【R１.6】河川管理者と自治体
等で重要水防箇所等の共同
点検を実施。

・河川管理者等が参加して重
要水防箇所等の共同点検を
実施する。

・【R1.5.29】河川管理者と自治
体等で重要水防箇所等の共
同点検を実施。

・小中学校での水害教育並び
に資料提供を実施している。

・関係機関と協議を重ね検
討。

出前講座（水
害教育）の実
施

I,K
順次
実施

水防情報の伝
達

⑰市町村庁舎や
災害拠点病院の
施設関係者への
情報伝達体制、方
法について検討
【H30追加】

②小中学校等にお
ける水災害教育を
実施【H30一部追

加】

A
引き
続き
実施

・【H30.5.20】（中流域）訓練を
実施。

・【R1.5.19】（中流域）訓練を
実施。
・【R1.6.2】（下流域）訓練を実
施。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・洪水対応演習により実施

・【H31.4.26】洪水対応演習に
より実施。同時に下条川ダム
と情報伝達訓練を実施。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・関係機関と引き続き協議。

・洪水対応演習により実施

・関係機関と協議を重ね検
討。

・【R1.7.4】河川管理者と自治
体で重要水防箇所等の共同
点検を実施した。

・小中学校での水害教育を実
施している。

【R2.3現在】
・市内保育園（3園）、五泉小
学校、五泉北中学校において
防災の出前講座を実施。

・洪水対応演習により実施

・河川管理者と自治会や地域
住民が参加した重要水防箇
所等の共同点検を実施する。

・河川管理者と自治会や地域
住民が参加して重要水防箇
所等の共同点検を実施する。

・【H30.5.24】水害リスクの高
い箇所について、河川事務所
と共同点検を実施。

・【R1.5.23】水害リスクの高い
箇所について、河川事務所と
共同点検を実施。

・各校の特徴、地域特性に応
じて新潟県防災教育プログラ
ムの自校化を進める。
・長善館学習塾受講生を対象
に防災キャンプの実施

・防災教育プログラムは引き
続き実施。
・【H30.9】防災キャンプ実施。
・教育委員会と連携し、平成
30年度までに3小学校で防災
教育実施。

・教育委員会と連携しながら、
「防災キャラバン」と称し、市
内全15小学校での防災教育
を実施予定。3月末時点、14
校で実施。（新型コロナウイル
ス感染症の影響により1校中
止）

・【R1.6.2】出水期前に市主催
の水防訓練を実施。

連絡網、連絡先の更新・整理
を毎年行い、連絡体制を構築
する。

・水防における情報伝達体制
は構築済み。

・要望を受け次第、資料の提
供を行っている。

・洪水対応演習により実施

・洪水対応演習により実施。

・河川管理者と自治会や地域
住民で重要水防箇所等の共
同点検を実施する。

・河川管理者、沿川自治会と
共同で重要水防箇所等の点
検を行った。

・新潟県防災教育プログラム
に基づき全小中学校の各学
年で、防災教育（洪水災害）
を実施する
・各校の特徴、地域特性に応
じて新潟県防災教育プログラ
ムの自校化を進める。
・防災に関する体験学習を行
う施設や出前講話などを行っ
てくれる組織と連携した防災
学習を促進する。
・学校と家庭や地域が連携し
た実践的な防災教育を実施

・新潟県防災教育プログラム
に基づき全小中学校の各学
年で、防災教育（洪水災害）
を実施。
・各校の特徴、地域特性に応
じて新潟県防災教育プログラ
ムの自校化を進めている。
・防災に関する体験学習を行
う施設(消防署）や出前講座な
どを行ってくれる組織等と連
携した防災学習を実施。
・学校と家庭や地域が連携し
た実践的な防災教育を実施
（親子防災講座）

・平成28年3月に土地改良施
設管理者のための業務継続
計画（BCP）策定マニュアルを
策定。施設管理者における
BCP策定の取り組みを進め
る。

土地改良長期計画H28.8月閣
議決定に農村協働力を活か
した防災・減災力の強化とし
て土地改良施設管理者の業
務継続計画（BCP）の策定が
掲げられ、大規模土地改良施
設の業務継続計画(BCP)策
定を推進中。

・信濃川下流河川事務所等と
の合同訓練の実施

・【R1.6】出水期前の水害対応
総合防災訓練の実施。

・災害対応マニュアルで定め
ており、毎年の訓練等で体制
や方法について随時見直す。

毎年の訓練等を通じた体制
や方法の見直しを実施

・水害リスクの高い箇所につ
いて、河川事務所、地域住民
等と共同点検を実施する。

・【R1.5】水害リスクの高い箇
所について、河川事務所、地
域住民等と共同点検を実施。

・全小中学校・全学年で防災
教育授業を実施

・全小中学校・全学年で防災
教育授業を実施。

・施設見学等も含めて実施し
ている。

・洪水対応演習により実施

・【H31.4.26】洪水対応演習に
より実施。

・河川管理者と自治会や地域
住民が参加して重要水防箇
所等の共同点検を実施する。

・【R1.5.29】河川管理者と水防
団が参加して重要水防箇所
等の共同点検を実施。

・小中学校での水害教育を実
施している。

⑯関係機関が連
携した訓練の実施

C,I
J

引き
続き
実施

洪水対応演
習、水防訓練
等の実施

⑮流域雨量指数
（洪水警報の危険
度分布）を活用し
た水害危険性周知
を検討【H30追加】

B
引き
続き
実施

流域雨量指数
（洪水警報の
危険度分布）
を活用した水
害危険性周知
を検討

①自治会や地域
住民が参加した水
害リスクの高い箇
所の共同点検の
実施

A
引き
続き
実施

重要水防箇所
の共同点検

J
H29
年度

気象情報発進
時の「危険度
の色分け」や
「警報級の現
象」等の改善

B,M

⑭気象情報発信
時の「危険度の色
分け」や「警報級の
現象」等の改善

⑬水位予測の検
討及び精度の向上

H28
年度
から
検討

水位予測の検
討及び精度の
向上
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（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組
・防災教育に関する支援を実施する学
校の決定及び指導計画の作成支援に
着手
・国の支援により作成した指導計画を
協議会の関連市町村における学校に
共有

引き続き
実施

・河川管理者として可能な支援の検討 引き続き
実施

・関係機関の要請に応じて、指
導計画の気象関連部分の助
言を行う。

適宜実施 引き続
き実施

・順次検
討

・順次検
討

H29年
度～

・H30年度中に支援実施校（新潟市立
味方小学校・味方中学校）に対し、水
防災教育支援を実施し、内容について
とりまとめた指導計画書を作成済。
今後、教育委員会等を通じ、協議会の
関連市町村における学校に共有。

・引き続
き実施

【R01】
・新潟市立味方小・中学校に対し、国
と連携して水防災教育の支援を実施。

・引き続
き実施

引き続き、要請に応じて支援を
実施。

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・順次検
討

・引き続
き検討

引き続き
検討

・市町村の要請により、出前講座等を
積極的に行っていく。

・住民に対する防災情報等に関する啓
発・協力
・洪水に関する防災教育プログラム制
作
・信濃川下流域情報アーカイブ

引き続
き実施

・市町の要請により、出前講座等を積
極的に行っていく。

引き続き
実施

新潟県
からの
情報提
供後に
検討

引き続
き実施

引き続
き実施

新潟県
からの
情報提
供後に
検討

引き続
き実施

H28年
度から
検討

H29年
度
以降実
施

H28年
度から
検討

H28年
度から
検討

・自治会や中学校などで水防災等に
関する説明会を実施
（出前講座等実施状況（R1.10.31現
在）：H30年度23回、R1年度9回）

・引き続
き実施

【H29】
・西蒲区の島工業団地組合に対し、水
防災に関する出前講座を実施（新
潟）。
【R1】
・親松排水機場をはじめ、各排水機場
の見学会を通じて、住民等に対しての
施設の役割などについて理解を得ても
らい、水防意識の向上を図る。
・大谷ダム見学会を小学校10校及び
高校1校に対して実施。（三条）

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

R1年度
実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・関係機関と連携し、効果的な
対応を検討する。
・住民に対する防災気象情報
の普及・啓発活動

H28年
度から
実施

・機会あるごとに水防災に関
する防災気象情報を説明。

・引き続
き実施

・市町村が作成するまるごとまちごと
ハザードマップへの情報提供

順次実
施

・ハザードマップの基礎資料となる浸
水想定区域図の作成と公表

引き続き
実施

H29年
度以降
実施

H29年
度以降
実施

引き続
き実施

H29年
度以降
実施

H29年
度から
検討

H29年
度以降
実施

H29年
度以降
実施

H28年
度から
実施

H29年
度以降
実施

・市町村が作成するまるごとまちごと
ハザードマップ作成への情報提供を実
施。

・引き続
き実施

・中ノ口川、小阿賀野川、能代川、加
茂川、下条川、五十嵐川、刈谷田川、
猿橋川、茨曽根川、滝谷川、大正川、
布施谷川、鹿熊川、塩谷川、稲葉川、
才歩川、山田川、五社川、東大通川、
牧川の20河川について公表済み。
（R02.3.31時点）

・引き続
き検討

・H30年
度実施
済み

・H31年
度から
検討

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・R2以降
検討

・引き続
き検討

・H30.3
実施

・H28年
度完了

・R元年
度完了

・土砂災害警戒警戒区域等を表示した
現地看板を整備する

順次実
施

該当なし 引き続
き実施

引き続
き検討

・今後検
討

今後検
討

検討中 ・今後検
討

・「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

H28年
度から
実施

・洪水時の情報収集や避難の判断基
準等を一般住民に理解してもらえる家
庭向けのチラシを作成し、ホームペー
ジで公表
・チラシを市町村や県地域整備部へ配
布
・洪水時の避難に役立つ情報をまとめ
地域版「洪水対応ポケットブック（想定
最大規模浸水想定区域図別）」及び洪
水時の行動を促す「洪水時避難行動
カード」を作成（新津）

引き続き
実施

・「水防災意識社会」の再構築
に役立つ広報や資料を作成・
配布

H28年
度から
実施

新潟県
からの
情報提
供後に
検討

H29年
度以降
検討

引き続
き実施

引き続
き実施

H28から
実施

H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

・浸水想定区域図や信濃川下流域情
報共有プラットホーム等の情報を盛り
込んだ水防災パンフレットを作成。
（H29実施）
・水防災意識を啓発する情報を配信中

引き続
き実施

・クリアファイル「洪水から命を守る」の
配布。
・水防月間ポスターの掲示。

・引き続
き実施

・水防災に関する防災気象情
報の資料を作成し、出前講座
等で使用。
・大雨に対する備えを記したパ
ンフレットを発行し、必要に応
じて配布実施
・洪水警報の危険度分布広報
グッズ「危険度分布ルービック
キューブ」を県内全市町村に
配布。[R01.4-8月]

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・
H30.8.15
実施。
引き続
き毎年
実施。

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・H29年
度から
検討

・自主防災組織の育成・活性化のた
め、住民への意識啓発や、市町村・自
主防災組織に向けた先進事例の提供
等の取組を行う。

引き続き
実施

引き続
き実施

H28年
度から
実施

引き続
き実施

R2年度
から

引き続
き毎年
実施

H28年
度から
順次実
施

H28年
度から
順次実
施

H28年
度から
順次実
施

・自主防災シンポジウムの開催（3回）
・市町村へのアドバイザー派遣事業の
実施（1市1町1村）
・市町村職員向けのテーマ型意見交
換会を開催（2回）

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き、毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・H28年
度実施
済、引き
続き実
施

・引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

今後検
討

引き続
き実施

H28年
度から
順次実
施予定

H29年
度から
検討

H28年
度から
順次実
施

H28年
度から
順次実
施

H28年
度から
順次実
施

・引き続
き実施

・引き続
き実施
・Ｈ31年
度から
実施

・引き続
き実施

R2以降
検討

・H30年
度から
実施

・引き続
き検討

・引き続
き検討

・引き続
き実施

引き続
き実施

H28年
度から
実施

H28年
度から
順次実
施

・H30年
度で終
了

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・県と連名で設置

・市独自看板について検討中

土砂采配警戒区域注意喚起
の看板の設置

R1に検討したものの設置見
送り。今後再検討。

・指導計画の作成について調
整中。

・教育委員会と協議し、引き
続き計画作成等について検
討する。

・住民に対する防災情報等に
関する啓発・協力
・消防団員に対する避難情報
対応に関する啓発・協力
・洪水に関する防災教育プロ
グラム制作

・【R01.10.14.20.27】自主防災
組織訓練と併せて出前講座
を実施。

・まるごとまちごとハザード
マップの整備を検討する。

・（中流域）設置済み。

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配付

・【Ｈ29.4】ハザードマップの全
戸配布を実施。
・R01.10/14.20.27に実施した
自主防災組織防災訓練に
て、ハザードマップを再配布。
・広報やひこ（１２月号）にて、
台風１９号の影響による大河
津分水路特集を掲載。

・自主防災のあり方、役割の
(再)啓発を実施

・自主防災組織が訓練等を行
なう際に活動の支援を実施。
・自主防災組織が整備する防
災備品に補助1/2を支給。

・実際の災害時に機能するよ
う実践的な研修・訓練の実施
・新たなハザードマップ等に基
づく避難訓練の実施

・消防等の関係機関と協議
し、より実践的な防災訓練等
の実施を検討する。

・防災教育コンテンツ（教材）
を小中学校に設置し、防災教
育で活用するとともに、必要
に応じて講師を派遣

・R1年度は市内小中学校に
おいて、防災教育コンテンツ
「防災玉手箱」等を活用した
防災教育の支援及び今後の
事業を検討中。

・町内会等の依頼により職員
を派遣し、出前講座を実施
・年１回出水期前に町内会長
等を対象とした防災対策説明
会を実施

・町内会等の依頼に応じて出
前講座を実施中。
・【R1.5.22】防災対策説明会
実施済み。

・ハザードマップの見直しの際
に検討する。

・洪水ハザードマップの見直し
（Ｒ２年度完了見込み）後に検
討

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配布

【H30.8】コミュニティセンター
に大判の掲示用の洪水ハ
ザードマップを作成し、配布
実施。

・防災訓練を実施した自主防
災会に対し、活動報償金を支
給
・自主防災会が整備する防災
備品に対し、補助金を支給

・訓練を実施した自主防災会
に活動報償金を支給
・自主防災会が整備した防災
備品に補助金を支給
・防災の専門知識を有するア
ドバイザーを自主防災会等に
派遣し、自主防災活動を支援

・「中越市民防災安全大学」を
開講し、地域の防災リーダー
の育成を図る。

・R1年度の安全大学で42名
が卒業。

該当なし

・住民に対する防災情報等に
関する啓発・協力
・消防団員に対する避難情報
対応に関する啓発・協力
・洪水に関する防災教育プロ
グラム制作

・防災訓練説明会時や町内
会等から依頼があった際に住
民・消防団に対する出前講座
を実施。

・ハザードマップの見直しに併
せて検討を行う。

・想定最大規模降雨での浸水
想定区域図を考慮して検討

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配付

総合防災訓練に合わせて広
報誌で防災啓発の記事を掲
載。市主催のイベントで啓発
チラシを配布。

・ハザードマップの見直しの際
に検討する。

・Ｈ29年度ハザードマップ完
成したため、それを参考に検
討。

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配付

・各所で出前講座を実施。
・自主防災組織で活躍できる女
性を育成するため「燕市女性防
災リーダー養成講座」を実施。
・【H31.2.9】H24～H29育成の防
災リーダーとH30育成の女性防
災リーダーを対象に「防災リー
ダー研修会」を実施。
・H30に引き続き、女性防災リー
ダー養成講座を8月から実施。10
月末時点、第1回～第3回を実施
済み。
・H30に引き続き、今後防災リー
ダー研修会を実施予定。
・【R1.10.30～11.1】自主防災組織
未結成の自治会を対象に「自主
防災組織結成に向けた説明会」
を実施。

・実際の災害時に機能するよ
う実践的な研修・訓練の実施
・新たなハザードマップ等に基
づく避難訓練の実施

・下流河川事務所作成のパン
フレット等の活用を検討。

・ハザードマップの全戸配布
（H30.4）
・市広報誌による啓発記事掲
載

・自主防災のあり方、役割の
(再)啓発を実施

・土砂災害警戒区域等現地
看板の整備について検討

・土砂災害警戒区域等現地
看板の整備について検討

・自主防災組織で活躍できる
女性を育成するため「燕市女
性防災リーダー養成講座」を
実施。
・【H31.2.9】H24～H29育成の
防災リーダーとH30育成の女
性防災リーダーを対象に「防
災リーダー研修会」を実施。
・【8月～12月】女性防災リー
ダー養成講座を6テーマ、各2
回ずつ実施。
・【R2.2.22】H24～H29育成の
防災リーダーとH30・R1育成
の女性防災リーダーを対象に
「防災リーダー研修会」を実
施。

・自主防災組織率の向上を図
る。

・【R1.10.30～11.1】自主防災
組織未結成の自治会を対象
に「自主防災組織結成に向け
た説明会」を実施。

④まるごとまちごと
ハザードマップを
整備

D,F
I

順次
実施

洪水ハザード
マップの検討・
整備支援

H
順次
実施

「水防災意識
社会」の再構
築に役立つ広
報や資料を作
成・配布

⑦住民の防災意
識を高め、地域の
防災力の向上を図
るための自主防災
組織の充実

自主防災のあ
り方役割の(再)
啓発

実践的な研
修・訓練の実
施

自主防災組織
の設立支援・
防災士の養成

K
順次
実施

⑥効果的な「水防
災意識社会」の再
構築に役立つ広報
や資料（浸水実績
含む）を作成・配布
【H30一部追加】

③出前講座等を活
用し、水防災等に
関する説明会を開
催

A
引き
続き
実施

説明会・見学
会の実施

関係機関との
連携・効果的
な対応の検討

教育委員会と
の連携・効果
的な対応の検
討

②小中学校等にお
ける水災害教育を
実施【H30一部追

加】

A
引き
続き
実施

・関係機関と引き続き協議。

・ハザードマップ作成の際に
説明会を実施する。

・ハザードマップ説明会を開
催（土日含む）。
・町内会等への出前講座も各
所で実施。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・各校の特徴、地域特性に応
じて新潟県防災教育プログラ
ムの自校化を進める。
・長善館学習塾受講生を対象
に防災キャンプの実施

・防災教育プログラムは引き
続き実施。
・【H30.9】防災キャンプ実施。
・教育委員会と連携し、平成
30年度までに3小学校で防災
教育実施。

・教育委員会と連携しながら、
「防災キャラバン」と称し、市
内全15小学校での防災教育
を実施予定。3月末時点、14
校で実施。（新型コロナウイル
ス感染症の影響により1校中
止）

・住民に対する防災情報等に
関する啓発・協力の実施
・洪水に関する防災教育プロ
グラム制作の検討

・出前講座を各所で実施。（平
成30年度35回）

・出前講座を各所で実施。
（令和元年度21回）

・ハザードマップの作成の際
に検討する。

－

・洪水の基礎知識や情報収
集の方法などを市広報誌に
特集を組んで配布する。

・市広報誌「広報かもお知ら
せ版」にて掲載し、配布。

・自主防災組織を結成してお
らず（R1年度時点）、今後結
成促進に向け啓発等実施

・【H31.3】各分団に消防団参
加への呼びかけを実施。
・各自治会に対して消防団募
集ポスターの掲示を依頼。
・春の火災運動の際、火災予
防運動チラシを配布するとき
に募集案内も併せて実施。
・自主防災組織の結成につい
て協議中

・県や日本消防協会等の行う
研修・意見交換会への参加。

・今年度は参加者無し

・新たなハザードマップ等に基
づく避難訓練の実施
・災害時の対応等についての
事例紹介・研修の実施

ハザードマップ改訂作業中。
今後検討。

・出前講座等を活用し、水防
災等に関する説明を実施す
る。

・【R1.8.3】三条地域整備部と
共同開催イベントにてハザー
ドマップの説明
・【R1.10.10】赤十字奉仕団要
請による出前講座の実施。ハ
ザードマップについて説明。

・ハザードマップの見直しの際
に検討する。

・新たな洪水ハザードマップ
作成完了

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配付

・随時広報紙及び市主催のイ
ベント等において防災啓発を
実施。

・自主防災のあり方、役割の
（再）啓発を実施

・実際の災害時に機能するよ
う実践的な研修・訓練の実施
・新たなハザードマップ等に基
づく避難訓練の実施

・新たなハザードマップの住
民説明会を実施。

・自主防災組織率が低いた
め、引続き設立の支援を行
う。

・引き続き支援を行う。
・新潟県と共催で、町内会関
係者等を対象とした自主防災
シンポジウムを開催した。

・出前講座等を活用し、水防
災等に関する説明を実施す
る。

・自主防災組織や消防団など
住民向けに、出前講座や勉
強会を実施。（啓発ＤＶＤや豪
雨・台風動画の視聴、職員に
よる講演など）

・ハザードマップの見直しの
際に検討する。

・洪水ハザードマップを含む
新潟市総合ハザードマップを
作成し、全戸配布。

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配布

・河川管理者が作成した水防
災に関するパンフレットを区
役所の窓口に設置、自治会
へ配布している。
・水防月間ポスターを各区窓
口等において掲示。

・住民の防災意識を高めるた
めの研修を実施する。

・自主防災組織や消防団など
住民向けに、出前講座や勉
強会を実施。（啓発ＤＶＤや豪
雨・台風動画の視聴、職員に
よる講演など）

・自主防災組織の結成率の
向上を図る。

・連合自主防構成自治会が
単独自主防を結成する際に,
西区独自で助成するなど設
立支援を実施。

・自治会長や民生委員等向け
に、防災に関する説明会を実
施

・自主防災組織の結成率の
向上を図る。

・自主防災組織の結成率の
向上を図る。
・自治会長及び民生委員児
童委員を対象に開催する地
域防災研修会で自主防災組
織の役割を説明

・住民の防災意識を高めるた
めの研修を実施する。
・新たなハザードマップ等に基
づく避難訓練の実施

・住民の防災意識を高めるた
めの研修を実施する。
・新たなハザードマップ等に基
づく避難訓練の実施

・自治会長や民生委員等向け
に、防災に関する説明会を実
施。

・避難所の見直し等に伴う変
更を実施

・避難所の見直し等に伴う変
更を実施。

・三条市豪雨災害対応ガイド
ブックを活用し、住民の水害
や避難に対する意識を高め
ていく

・三条市豪雨災害対応ガイド
ブックを活用し、住民の水害
や避難に対する意識を高め
ていく。

・自主防災組織設立後、資器
材整備や活動等に対し補助
金を支給。
・各所で出前講座を実施。
・市より啓発DVDや資料等を
希望する団体へ貸出や配布
を行った。

・ハザードマップの見直しの際
に検討する。

・R元年度ハザードマップ更
新。

・「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作
成・配付

・ホームページ、広報誌等を
通じて広報を実施。

・自主防災のあり方、役割の
(再)啓発を実施

・【R1.6.12】「田上町自主防災
組織連絡協議会」を通じて実
施。

・実際の災害時に機能するよ
う実践的な研修・訓練の実施
・新たなハザードマップ等に基
づく避難訓練の実施

・自主防災組織リーダー研修
の実施。

・必要性を含め検討する。

・ハザードマップを活用した説
明会を実施。
・小学校の保護者を対象とし
た学習会を実施

・住民に対する防災情報等に
関する啓発・協力
・消防団員に対する避難情報
対応に関する啓発・協力
・洪水に関する防災教育プロ
グラム制作

⑤土砂災害警戒
区域等現地看板
の整備【R2追加】

順次
実施

該当なし ・今後の対応について検討

⑨
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（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組
・協議会において、住民避難、要配慮
者利用施設の避難における、地域と
の連携事例を引き続き収集、情報の
共有及び公表。
・地区防災計画の作成や地域の防災
リーダー育成に関する市町村の取組
に対して専門家による支援を実施。
・地域包括支援センターにハザード
マップ、お知らせ等の防災関連のパン
フレット等を設置。協議会毎に地域包
括支援センター・ケアマネジャーと連携
した水害からの高齢者の避難行動の
理解促進に向けた取組の実施および
その状況を共有。

随時 ・自主防災組織の組織化及び活動活
性化を図る市町村等の取組への補助
を実施。

引き続
き実施
（拡充に
ついて
は、R2
より実
施）

引き続
き実施

引き続
き実施

R2より
検討

R2から
実施

・引き続
き実施

今後検
討

Ｒ２に実
施

引き続
き実施

・引き続
き実施

・協議会のいて、市町村向けの実施要
領等の情報を提供。

2020年
度まで

・ハザードマップの基礎資料となる浸
水想定区域図の作成と公表
・「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

引き続き
実施

・マイ・タイムライン検討ツール「逃げ
キット」の情報提供及び配布

随時

・NPO等と協力した土砂災害行動計画
策定支援の実施

順次実
施

順次検討を行
う

国や県
など関
係機関
からの
情報提

引き続
き実施

引き続
き実施

継続して
実施

・今後検
討

今後検
討

検討を行う 順次検
討

引き続
き実施

R3以降 ・今後検
討

・市町村等の取組を支援として、市町
村の要請に応じ、専門家を派遣。
・支援結果について協議会の場で共
有。

随時 ・市町村が行う防災リーダー育成の取
組を支援するため、防災リーダー向け
の研修会等の開催や市町村事業への
補助を実施。

・市町村の講習会において職員を派
遣し、想定最大の洪水浸水想定区域
図の説明

随時

・堤防決壊が発生した場合に湛水深
が深く、特に多数の人命被害等が生じ
る恐れのある区間についてリスク情報
等を共有。

随時 河川水位情報と監視カメラ画像情報を
統合した防災情報システムの活用し、
支川部の監視を強化する。

引き続き
実施

・想定最大の洪水浸水想定区域を周
知すること
・合流点の状況をCCTVカメラで情報を
提供

随時

２．ソフト対策の主な取組　②氾濫被害の軽減や避難時間確保のための水防や流域対策の取組
■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

・水防連絡会にて連絡体制の確認を
行う。
・水防団等への連絡体制の再確認（水
防連絡会会務）

引き続
き毎年
実施

・水防団等への連絡体制の再確認（水
防連絡会会務）

引き続き
毎年実
施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・【H31.4.24】出水期前に行う水防連絡
会にて連絡体制の再確認を行った。

・引き続
き毎年
実施

・水防連絡会にて確認（各地域）。
・刈谷田川水防連絡会、中之島地域
水防連絡調整会議に参加（長岡）。

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・県・市・町・村と共同で情報伝達訓練
を実施する。
・関係機関の情報伝達訓練及び各市
における避難実動訓練の実施

引き続
き毎年
実施

・関係機関の情報伝達訓練及び各市
における避難実動訓練の実施

引き続き
毎年実
施

・情報伝達訓練への支援 引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・【H31.4.26】毎年出水期前に沿川自
治体も参加した情報伝達訓練を実施。
・【R1.12.24】防災情報の伝達の効率
化、安定化のためSNSによる情報伝達
の検討および模擬訓練を実施

・引き続
き毎年
実施

・【H31.4.26】洪水対応演習を実施。 ・引き続
き毎年
実施

【H31.4.26】
・洪水対応演習を実施。

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・重要水防箇所等の合同巡視を実施
する。
・水防団が参加した出水期前合同巡
視の実施（水防連絡会会務）

引き続
き毎年
実施

・水防団が参加した出水期前合同巡
視の実施（水防連絡会会務）

引き続き
毎年実
施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施
検討

引き続
き毎年
実施

・【R1.5.23・29】沿川自治体・地域住民
と共同点検を実施。

・引き続
き毎年
実施

・【R01.5.23】信濃川下流で県及び消防
機関及び関係自治会等の参加で重要
水防箇所の巡視を実施（新潟）。
・【R01.7.4】県管理河川において、県、
五泉市、消防機関の参加で出水期前
合同巡視を実施（新津）。
・【R01.7.5】県管理河川において、県と
市秋葉区で合同巡視を実施（新津）。
・【R01.6.5,6】県管理河川において、出
水期前合同巡視を実施（長岡）。
・【R01.6.14】県管理河川（中ノ口川）に
おいて、合同巡視を実施（新潟）。
・【R01.7.1】三条市と重要水防箇所の
合同巡視を実施（三条）。

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き検討

・引き続
き毎年
実施

水防連絡会において検討・調整を実
施

引き続
き、毎年
実施。

取組方針も含めて検討・調整を実施 順次実
施

Ｈ30年
度以降
検討

・引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・順次検
討

・順次検
討

毎年実
施

・水防連絡会の枠組みで合同水防訓
練等を継続し、水防資機材の保有情
報も共有する。

引き続
き実施

・検討中 ・今後検
討

・引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・順次検
討

・引き続
き実施

・水防管理団体が行う訓練へ参加す
る。
・水防工法講習会の支援等を行う。
・関係機関が連携した水防実働訓練
の実施

引き続
き毎年
実施

・関係機関が連携した水防実働訓練
の実施

引き続き
毎年実
施

・関係機関等の要請により、訓
練への支援

引き続
き実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施
検討

引き続
き毎年
実施

・【R1.6.2】水防連絡会主催による水防
訓練を開催。
・【R1】整備局主催による水防技術講
習会に参加。

・引き続
き毎年
実施

・【R01.6.2】信濃川下流水防訓練へ参
加（新潟、新津、三条）。
・【R01.5.19】信濃川中流水防訓練へ
参加（三条、長岡）。
・【R01.6.9】見附市防災訓練に参加
（刈谷田川遊水地警戒情報発信施設
の動作確認実施）（長岡）。

・引き続
き毎年
実施

・関係機関等の要請により、訓
練への支援。

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き検討

・引き続
き毎年
実施

・地域防災研修会の開催

・地域防災研修会の開催

・自主避難計画策定及び個
別啓発の実施

・自主避難計画策定及び個
別啓発の実施

新規結成や防災訓練を実施
した際の助成金の整備。当該
助成金の拡充。

Ｒ２．４より、補助メニューの
追加を実施

・共助の仕組みの強化

今後自主防災組織結成促進
に合わせ検討していく

・土砂災害に関する行動計画
策定の支援

・防災計画見直しの過程で検
討していく

・水防団等への連絡体制の
再確認（水防連絡会会務）

・【H29.10.15】水防団等への連絡
体制を確認。
・台風１９号において連絡体制を
実践し、その教訓を踏まえて、水
防連絡会や防災訓練等の機会を
活用し、連絡体制の再確認を実
施していく。

・関係機関の情報伝達訓練
及び各市における避難実動
訓練の実施

・【R01.4.26】洪水対応演習情
報伝達訓練を実施。

・水防団が参加した出水期前
合同巡視の実施（水防連絡
会会務）

・弥彦消防署と連携し、合同
巡視を予定している。

・関係機関が連携した水防実
働訓練への参加

・今後実施される水防実動訓
練への参加を予定している。

・【H31.4.24】水防連絡会によ
る連絡体制の確認を実施。

・無線定時交信の実施
・河川管理者が実施する情報
伝達訓練への参加

・週一回、無線定時交信を実
施。
・【H31.4.26】河川管理者が実
施する情報伝達訓練へ参
加。

・消防団が参加した出水期前
合同巡視の実施（水防連絡
会会務）

・【R1.5.23】消防団が参加した
出水期前合同巡視を実施。
・【R1.6.5-6】県管理河川にお
いて出水期前合同巡視を実
施。

関係者の協力内容等につい
て検討する。

-

・関係機関が連携した水防実
働訓練への参加

・【R1.5.21】関係機関が連携し
た水防実働訓練へ参加。

・水防連絡会による連絡体制
の確認

・自主防災会などへ自主防災
活動アドバイザー派遣、・安
全士の講師派遣
・自主防災会の研修会実施

土砂災害を想定した防災訓
練の実施

・水防団等への連絡体制の
再確認（水防連絡会会務）

・共助の重要性の周知を図
る。

・出前講座等により、共助の
重要性を住民へ周知し、理解
を深めていただく。

・関係機関と協議を重ね検討

・水防団等への連絡体制の
再確認（水防連絡会会務）

・【H30.4.19】水防連絡会にて
確認。

・【R1.4.17】水防連絡会にて
確認。

・関係機関の情報伝達訓練
及び各市における避難実動
訓練の実施

・【H30.4】情報伝達訓練実
施。

・【R1.4.26】情報伝達訓練実
施。

・水防団が参加した出水期前
合同巡視の実施（水防連絡
会会務）

・【H30.5.24】合同巡視実施。

・【R1.5.23】合同巡視実施。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・関係機関が連携した水防実
働訓練への参加

・【H30.5.20】中流域において
訓練を実施。

・【R1.5.19】中流域において訓
練を実施。

③水防団間での連
携、協力に関する
検討、調整【H30追
加】

O,Q
順次
実施

水防団間での
連携、協力に
関する検討、
調整

N

②自治体関係機
関や水防団が参
加した洪水に対す
るリスクの高い箇
所の合同巡視の
実施

引き
続き
毎年
実施

①水防団等への
連絡体制の確認と
首長も参加した実
践的な情報伝達訓
練の実施

出水時連絡体
制の確認

情報伝達訓練
の実施・参加・
支援

L,M
N

引き
続き
実施

重要水防箇所
の合同巡視

④毎年、関係機関
が連携した水防実
働訓練等を実施

P,Q

引き
続き
毎年
実施

出水期前の水
防訓練の実
施・参加・支援

・【R1.6】防災訓練にて水防実
動訓練を実施。関係機関と連
携し住民への情報周知訓練
を行った。

・継続・実施中。

・毎年、出水期前に水防訓練
を実施する。
・水防訓練、防災訓練の内容
を検討する。

・【R1.6.2】出水期前に市主催
の水防訓練を実施。

・関係機関の情報伝達訓練
及び各市における避難実動
訓練の実施

・【R1.6】総合防災訓練にて関
係機関の訓練を実施。連絡
体制を確認。

・水防団等への連絡体制の
再確認（水防連絡会会務）

・実施未定。

・関係機関の情報伝達訓練
の実施

・【H31.4.26】洪水対応演習と
併せて実施。

・消防本部等が参加した出水
期前合同巡視の実施（水防
連絡会会務）

・【R1.5.29】消防本部等と出水
期前に合同巡視を実施。

・関係機関と協議を重ね検討

・関係機関が連携した水防実
働訓練への参加

・【R1.6.2】信濃川下流河川事
務所が行う水防実動訓練に
参加。

・水防団が参加した出水期前
合同巡視の実施（水防連絡
会会務）

・水防連絡会で連絡体制を確
認する。

・【R1,6月】消防職員とともに
出水期前合同巡視の実施
（水防連絡会会義）。

近隣市との水防担当者の情
報交換会を毎年実施。
水防団の連携、協力について
も必要に応じて検討。

近隣市の防災担当者と情報
交換を適宜行っている。水防
団の連携・協力については必
要に応じて検討。

・関係機関が連携した水防実
働訓練の実施

・水防連絡会にて連絡体制の
確認を行う。

・水防連絡会にて確認。

・河川管理者が行う情報伝達
訓練に参加する。

・洪水対応演習により実施。

・河川管理者と水防関係機関
で重要水防箇所等の合同巡
視を実施する。

・河川管理者、新潟県と合同
で重要水防箇所、および各機
関管理の水防倉庫の備蓄資
材等の確認を実施。

・毎年、出水期前に水防訓練
を実施する。
・毎年行っている水防訓練の
内容を見直し、実働水防訓練
を実施する。

・関係機関が連携した水防訓
練を実施する。

・水防連絡会にて連絡体制の
確認を行う。

・水防連絡会にて連絡体制の
確認を行う。

・関係機関の情報伝達訓練
及び三条市における水害対
応総合防災訓練の実施

・【R1.6】関係機関の情報伝達
訓練及び三条市における水
害対応総合防災訓練の実
施。

・市消防本部等が参加した出
水期前合同巡視の実施（水
防連絡会会務）

・【R1.5】市消防本部等が参加
した出水期前合同巡視の実
施（水防連絡会会務）。

・三条市における水害対応総
合防災訓練の実施

・三条市における水害対応総
合防災訓練の実施

・関係機関が連携した水防実
働訓練の実施

・【R1.6】関係機関が連携した
水防実働訓練の実施。

・実施中

・河川管理者が行う情報伝達
訓練に参加する。
・水防訓練、防災訓練を通じ
て、情報伝達訓練を検討す
る。

・【Ｈ31.4.26】関係団体との情
報伝達訓練に参加。

・河川管理者と水防関係機関
で重要水防箇所等の合同巡
視を実施する。

・【R1.7.4】河川管理者と自治
体で重要水防箇所等の共同
点検を実施した。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・出水期前に水防団を集めて
連絡体制等の確認を行って
いる。

・関係機関が連携した水防実
働訓練への参加

・【R1.5.19】消防演習時に土
のう積み訓練を実施
・【R1.6.2】水防訓練への参
加。

・水防団等への連絡体制の
再確認（水防連絡会会務）

・【H31.4.24】水防連絡会にて
確認。

・関係機関の情報伝達訓練
及び各市における避難実動
訓練の実施

・【R1.5.17】出水期前に職員
対応の確認を実施。

・水防団が参加した出水期前
合同巡視の実施（水防連絡
会会務）

・【R1.5.29】水防団が参加した
出水期前合同巡視の実施
（水防連絡会会務）。

・消防演習時に出水期を想定
した水防訓練を交えて実施。

・水防団との連絡体制等の確
認を実施。

・自主防災組織と連携しなが
ら検討する。

・自主防災組織と連携しなが
ら検討する。

⑧共助の仕組み
の強化【R2追加】

K
順次
実施

・災害時に町内で避難を呼び
かける「避難インフルエン
サー」の取り組みを実施

ハザードマップに土砂災害に
関する注意点等を掲載し、周
知する

・今後の対応について検討

・今後の対応について検討

⑨住民一人一人
の避難計画・情報
マップの作成促進

【R2追加】

D,E,
F

順次
実施

⑩土砂災害に関す
る行動計画策定の

支援【R2追加】

順次
実施

⑪地域防災力の
向上のための人材

育成【R2追加】
K

順次
実施

⑫本川と支川の合
流部等の対策

（リスク情報の共
有）【R2追加】

H,I
順次
実施

⑩

⑪

①

⑫

⑱
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（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組
引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

引続き
毎年実
施

引き続
き実施

引き続
き毎年
実施

引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・H29年
度実
施、引き
続き毎
年実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・水防技術講習会に参加する。 引き続
き実施

・水防技術講習会への参加 引き続き
実施

引き続
き実施

H29年
度から
の参加
を検討

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

・【R1】整備局主催による水防技術講
習会に参加。

・引き続
き毎年
実施

・整備局主催水防技術講習会への参
加。
・職場研修において、水防技術実施演
習を開催（長岡）。
・【R01.6.10】三条建設業協会・県央工
業高校・地域整備部合同水防技術講
習会を実施。（三条）

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・復旧活動の拠点等配置計画を検討
・河川防災ステーションの整備を行う。
【新潟市天野地区】

H28年
度から
検討
引き続
き実施

・復旧活動の拠点等配置計画を検討 H28年度
以降検
討

H30年
度以降
実施

・河川防災ステーションの整備【新潟
市天野地区】（H26～）

・引き続
き実施

・検討中。 ・引き続
き検討

引き続
き実施

■流域対策に関する取組
・新たな治水対策の検討を実施 引き続

き実施

・新たな治水対策の検討を実施 ・引き続
き実施

・外水氾濫の被害軽減に向けた対策
の検討

Ｈ28年
度から
検討

・外水氾濫の被害軽減に向けた対策
の検討

Ｈ28年
度から
検討

・外水氾濫の被害軽減に向け
た対策の検討

Ｈ28年
度から
検討

Ｈ28年
度から
検討

H29年
度から
検討

引き続
き実施

Ｈ28年
度から
検討

Ｈ28年
度から
検討

Ｈ28年
度から
検討

Ｈ28年
度から
検討

Ｈ28年
度から
検討

Ｈ28年
度から
検討

・外水氾濫の被害軽減に向けた対策
の検討を実施

・引き続
き実施

・検討中。 ・引き続
き検討

「洪水警報の危険度分布（メッ
シュ情報）」を気象庁HP、防災
情報提供システムにて提供中

引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き検討

浸水被害軽減地区の指定に参考とな
る情報の市長村への提供

順次実
施

・浸水被害軽減地区の指定に参考と
なる情報の市長村への提供

H30年度
以降検
討

・順次検
討

浸水被害軽減地区の検討を実施 H30実
施中

・検討中。 ・引き続
き検討

・順次検
討

・「既存ダムの洪水調節機能強化に向
けた基本方針」に基づき有効貯水容
量を洪水洪水調節に最大限活用でき
るよう、事前放流の検討・実施。
・ダムの継続的な維持管理についての
検討

順次実
施

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組
・要配慮者利用施設による避難確保
計画等の作成を行おうとする際の技
術的な助言を行う。

引き続
き実施

・要配慮者利用施設による避難確保
計画等の作成を行おうとする際の技
術的な助言を行う。

引き続き
実施

H28年
度から
実施

引き続
き実施

新潟県
からの
情報提
供後か
ら実施

H28年
度から
実施

H28年
度から
実施

H28年
度から
実施

H28年
度から
実施

H28年
度から
実施

H28年
度から
実施

・要配慮者利用施設による避難確保
計画等の作成に向けた施設管理者を
対象とした説明会を実施
・協議会等において要配慮者利用施
設による避難確保計画等の作成状況
を共有

・引き続
き実施

・要配慮者利用施設向け啓発チラシを
作成済み。
・要配慮者利用施設管理者へ説明会
を実施（新潟市内実施済み、他地域は
H29.3実施）。

・H28実
施済、引
き続き実
施

・H28実
施済、
引き続
き実施

・引き続
き実施

・実施中 ・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

R1.10.31現在 R2.3.31現在 － R1.10.31現在 R2.3.31現在 － R1.10.31現在 R2.3.31現在 － R1.10.31現在 R2.3.31現在 － R1.10.31現在 R2.3.31現在 － R1.10.31現在 R2.3.31現在 － R1.10.31現在 R2.3.31現在 － R1.10.31現在 R2.3.31現在 － R1.10.31現在 R2.3.31現在 －

757/1295施
設

923/1238施
設

－ 319/410施設 351/427施設 － 54/163施設 119/169施設 － ‐施設/‐施設 ‐施設/‐施設 － 40/53施設 40/53施設 － 28/68施設 28/68施設 － 22/46施設 22/46施設 － 1/4施設 1/4施設 － 　　3/6施設 　　3/6施設 －

・実施中

・実施中

・大規模工場等への浸水リスクの説明
や水害対策等を行う際の技術的な助
言を行う。

引き続
き実施

・大規模工場等への浸水リスクの説明
や水害対策等を行う際の技術的な助
言を行う。

引き続き
実施

H28年
度から
実施

・自治体、施設管理者等からの要請に
基づき、技術的な助言等を実施。

・引き続
き実施

・中ノ口川、小阿賀野川、能代川、加
茂川、下条川、五十嵐川、刈谷田川、
猿橋川、茨曽根川、滝谷川、大正川、
布施谷川、鹿熊川、塩谷川、稲葉川、
才歩川、山田川、五社川、東大通川、
牧川の20河川について公表済み。
（R02.3.31時点）

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・ＵＡＶの配備
・民間企業による水害対応版ＢＣＰ策
定を促進するため「水害対応版ＢＣＰ
策定の手引き（仮）」の共有。

2020年
度まで

－ 順次検討を行
う

国や県
など関
係機関
からの
情報提
供後か
ら検討

該当なし ・該当なし 今後検
討

検討を行う 順次検
討

・外水氾濫の被害軽減に向け
た対策の検討

・広報やひこ（１２月号）で、大
河津分水路特集を掲載し、水
害対策の周知を実施。

・要配慮者施設における避難
計画策定の推進を行う。

・H29.10　要配慮者利用施設
に、ハザードマップの配布（1
～10部）を実施。必要な情報
提供の継続的実施。
・要配慮者専用避難施設の
追加を計画している。

・水防活動の担い手となる消
防団員の募集を促進する。

・R01.1女性消防団設立。

・水防技術講習会に参加す
る。

・参加者なし。

・水防活動の担い手となる消
防団員の募集を促進する。

・水防活動の担い手となる消
防団員の募集を促進

・水防技術講習会に参加す
る。

・【H29.9～】整備局主催の水
防技術講習会に参加。
・【R1.6.4】県地域振興局主催
の水防工法演習に参加。

・外水氾濫の被害軽減に向け
た対策の検討

・市が管理する河川・水路の
整備を実施。

該当なし。

・要配慮者利用施設における
避難計画策定の推進を行う
（一部施設策定済み）

・要配慮者利用施設につい
て、避難計画の策定依頼及
び施設情報（住所・電話番号
等）の更新。

広報・ＨＰ、地元消防団を通じ
募集中。

・水防技術講習会に参加す
る。

県の水防技術講習会に参加

・外水氾濫の被害軽減に向け
た対策の検討

・避難方法、避難区域等につ
いて検討中。

・要配慮者施設における避難
計画策定の推進を行う。

・対象施設の計画策定につい
て依頼・確認を実施。

・水防技術講習会に参加す
る。

・今年度は参加者なし。

・外水氾濫の被害軽減に向け
た対策の検討

・引き続き検討。

・要配慮者施設における避難
計画策定の推進を行う。

・どのような形で推進を図る
か検討中。

・外水氾濫の被害軽減に向け
た対策の検討

・より安全な避難のため、開
設する避難所を検討。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・関係機関と協議を重ね検
討。

・要配慮者施設における避難
計画策定の推進を行う。

・要配慮者利用施設につい
て、避難計画の策定依頼及
び緊急時の連絡体制を構築
中。

・R元年度は参加者なし。

・引き続き実施。

・水防活動の担い手となる消
防団員の募集を促進する。

・水防技術講習会に参加す
る。

②大規模工場等
への浸水リスクの
説明と水害対策等
の啓発活動

I
引き
続き
実施

浸水リスクの
説明・水害対
策等の啓発活
動

①要配慮者利用
施設及び避難確保
計画の作成に向け
た支援を実施

K
順次
実施

避難計画策定
の推進

要配慮者利用
施設における
避難訓練の支
援

避難確保計画
作成状況

③早期復興を支援
する事前の準備
（民間企業BCP策
定支援）【R2追加】

I

③浸水被害軽減
地区の指定のため
の情報提供及び複
数市町村に影響が
想定される場合の
共有、連携【H３０
追加】

D,E
順次
実施

水被害軽減地
区の指定のた
めの情報提供
及び複数市町
村に影響が想
定される場合
の共有

⑥国・県・自治体
職員等を対象に、
水防技術講習会を
実施

P
引き
続き
実施

水防技術講習
会への参加

②流域における氾
濫被害軽減に向け
た対策の検討を実
施

D,E

H28
年度
から
検討

外水氾濫の被
害軽減に向け
た対策の検討

H28
年度
から
検討

復旧活動の拠
点等配置計画
の検討

・水防活動の担い手となる消
防団員の募集を促進する。

・広報誌やホームページで水
防協力団体を募るページを作
成し、募集を実施する。
・市内参加企業による団員の
優遇措置。

・水防活動の担い手となる消
防団員の募集を促進する。

・【R2.2】各分団に消防団参加
への呼びかけを実施。
・各自治会に対して消防団募
集ポスターの掲示を依頼。
・春の火災運動の際、火災予
防運動チラシを配布するとき
に募集案内も併せて実施。

広報・HP、地元消防団を通じ
募集中。

・水防技術講習会に参加す
る。

・令和元年度は参加者なし。

・水防活動の担い手となる水
防団員の募集を促進する。

・各種イベント等あらゆる機会
をとらえ、消防団員の入団促
進活動を実施している。

・水防技術講習会に参加す
る。

・水防技術講習会に参加。

・水防センターの整備を行う。
【新潟市天野地区】

江南区天野地区河川防災ステー
ション内における防災活動等施
設整備に関して、信濃川下流河
川事務所と施工内容や時期等を
調整中。

・想定を超えた外水氾濫に対
する被害の軽減について今
後検討が必要

・検討中

・要配慮者利用施設につい
て、説明会の実施やお知らせ
の送付などにより避難計画策
定の推進を行う。

・新潟市災害時情報システム
に要配慮者利用施設管理を
追加（H30年4月～）
・要配慮者利用対象施設へ
避難確保計画策定の依頼を
実施（平成30年6月～）
・未策定施設への再依頼
（R2.1）

・大規模工場へ浸水リスクの
説明や水害対策等の啓発活
動を行う。

・検討中
・H29　1件
・H30　0件
・H31　0件

・雨水貯留施設等の整備を実
施

・雨水貯留施設等の整備を実
施。

・要配慮者利用施設に対し必
要な情報提供を行い、避難計
画策定を促す。

・要配慮者利用施設に対し必
要な情報提供を行い、避難計
画策定を促す。
　また、適宜相談に応じる体
制を整えることとしている。

・要配慮者利用施設に対し必要
な情報提供を行い、避難訓練実
施を促す。

・要配慮者利用施設に対し必要
な情報提供を行い、避難訓練実
施を促す。
　また、適宜相談に応じる体制を
整えることとしている。

・防災活動協力事業所の募
集を促進する。

・外水氾濫の被害軽減に向け
た対策の検討

・新たなハザードマップに家屋
倒壊等氾濫想定区域など、早
期立退き避難区域を設定。

・要配慮者施設における避難
計画策定の推進を行う。

・要配慮者利用施設に対し必
要な情報提供を行い、避難計
画策定を促す。

・防災活動協力事業所の募
集を促進する。

・水防技術講習会に参加

・水防技術講習会に参加。

・外水氾濫の被害軽減に向け
た対策の検討

・検討中。

・要配慮者施設における避難
計画策定の推進を行う。

・要配慮者利用施設に対し必
要な情報提供を行い、避難計
画策定を促す。

・該当なし

・水防活動の担い手となる消
防団員の募集を促進する。

・自治会と協力し、新規入団
員の勧誘の実施。

・水防技術講習会に参加す
る。

・R1年度は、参加者なし。

順次
実施

引き
続き
実施

水防団員の募
集促進

①平成16年7月、
同23年7月を上回
る豪雨に襲われて
も壊滅的な被害を
招くことのないよ
う、新たな治水対
策の検討を実施

D,E
引き
続き
実施

平成16年7月、
同23年7月を
上回る豪雨に
襲われても壊
滅的な被害を
招くことのない
よう、新たな治
水対策の検討

⑤水防活動の担い
手となる水防協力
団体の募集・指定
を促進

O,Q

⑦大規模災害時
の復旧活動の拠
点等配置計画の
検討を実施

R

該当なし ・今後の対応について検討

順次
実施

④ダム等の洪水調
節機能の向上・確
保（維持管理) 【R2

追加】

W㉓

⑯

9



（様式１－取組一覧）　取組状況確認様式 ※上段：取組方針策定時の実施内容と時期（今後の精査により変更となる場合があります。）　　　下段：令和元年10月31日時点の取組状況(うち、青字は令和元年11月1日以降の取組内容【令和2年3月31日時点】)

※「課題の対応（A～Ｚ）」は減災対策についての現状の課題であり、各取組がどの課題(詳細は「信濃川下流域の減災に係る取組方針」参照)に対応したものかを指す。

項
目

事
項

カテゴリ
課題
の

対応

目標
時期

内容 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期 時期

弥彦村

実施内容

長岡市

実施内容

燕市

実施内容

三条市 加茂市

実施内容実施内容

見附市

実施内容

減災のための取組項目（概ね５年間） 北陸地整 新潟県 新潟地方気象台 五泉市

実施内容

新潟市

実施内容

農政局

実施内容

田上町

実施内容

資料５①

２．ソフト対策の主な取組　③一刻も早く社会・経済活動等を回復させるための排水活動や協働の取組
■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・排水機場、樋門、排水路等の情報を
踏まえ排水ポンプ車の適切な配置計
画等を検討する。

H28年
度から
検討

・排水ポンプ車に関する以
下の情報の確認及び情報共有
①排水ポンプ車想定箇所リスト
②浸水常習箇所リスト
③排水ポンプ車想定箇所カルテ
④排水ポンプ車想定箇所図

引き続き
毎年実
施

H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

今後検
討

H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

H28年
度から
検討

・H29年
年度か
ら検討

H29年
度から
検討

H28年
度から
検討

・氾濫ブロック毎の排水機場、樋門、
排水路等の情報を踏まえ排水ポンプ
車の適切な配置計画等の検討を実施

・引き続
き実施

・上記情報を確認し、国と共有。 ・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・H29年
度以降
の実施
を検討

・今後検
討

・引き続
き検討

・引き続
き検討

・引き続
き調査
検討

・引き続
き検討

・引き続
き検討

・H29年
度から
検討

・引き続
き検討

・毎年、出水期前に県・市・町・村と連
携して連絡体制の整備を行い、情報
共有を図る。
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制
の整備
・排水ポンプ車配備訓練の実施

引き続
き毎年
実施

・排水ポンプ車出動要請の連絡体制
の整備

引き続き
毎年実
施

引き続
き毎年
実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き実施

引き続
き毎年
実施

H29年
度以降
検討

引き続
き毎年
実施

・引き続
き検討

引き続
き毎年
実施

・情報連絡体制を整備するとともに、
排水ポンプ車等の設営訓練を出水期
には月１回、非出水期には２ヶ月に１
回実施。

・引き続
き毎年
実施

・連絡体制を確認し、国と共有。 ・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き実施

・引き続
き検討

・引き続
き検討

・実践的な操作訓練や排水計画に基
づく排水訓練の検討及び実施を行う。
・水防管理団体が行う水防訓練等へ
参加する。
・関係機関が連携した排水実働訓練を
実施する。

H28年
度から
実施

・排水ポンプ車の実働訓練の実施 引き続き
毎年実
施

H29年
度から
実施

引き続
き実施

引き続
き実施

H29年
度から
検討

引き続
き実施

H29年
度以降
検討

H29年
度
から実
施

H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

・排水ポンプ車の訓練を実施（9回実
施）。
・市町村の水防訓練への排水ポンプ
車の参加。

・引き続
き毎年
実施

・貝喰川及び中之島川で排水ポンプ車
実働訓練を実施（三条、長岡）。

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き実施

・引き続
き毎年
実施

・引き続
き検討

・引き続
き実施

・引き続
き調査
検討

・引き続
き実施

・H29年
度から
検討

・H29年
度から
検討

・運転調整基準及び方法の検討 H29年
度から
検討

・中ノ口川における内水排水ポンプの
運転調整の見直しを検討

H28年度
以降検
討

国・県な
ど関係
機関か
らの情
報提供
を踏まえ
検討

今後検
討

H29年
度から
検討

H29年
度から
検討

H28年
度から
開始

・排水規制を実施した場合の河川水位
低減効果と内水氾濫影響について整
理。
・施設管理者との調整を実施中。

・引き続
き検討

・検討中。 ・引き続
き検討

・国・県
など関
係機関
からの
情報提
供を踏
まえ検
討

・今後検
討

・引き続
き検討

・H29年
度から
検討

・引き続
き実施

■救援・救助活動の効率化に関する取組
・広域支援拠点等の検討支援 H28年

度から
検討

・広域支援拠点等の検討支援 H28年度
から検
討

新潟県
からの
情報提
供後に
検討

新潟県
の動向
を踏まえ
て検討

新潟県
からの
情報提
供後に
検討

H29年
度
から検
討

H29年
度
から検
討

H29年
度
から検
討

H28年
度
から検
討

H29年
度
から検
討

H29年
度から
検討

・堤防天端に対空標示(へりサイン)を
設置。（Ｈ28完）
・防災拠点として天野防災ステーション
の整備を実施中。

・H28年
度実施
済、引き
続き実
施

・検討中。 ・引き続
き検討

引き続
き実施

・新潟県
の動向
を踏まえ
て検討

・検討中 ・引き続
き検討

・引き続
き検討

・H29年
度から
検討

・引き続
き検討

・H29年
度から
検討

・H29年
度から
検討

・広域支援拠点等の配置等を
検討

-

・排水ポンプの設置箇所の検
討

・下流域についての必要性の
有無について調査検討予定。

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備
・排水ポンプ車配備訓練の実
施

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備

・水防訓練と合同で検討す
る。
・河川管理者が行う定期的な
操作訓練への参加を検討す
る。

・検討中。

・広域支援拠点等の配置等を
検討

・新潟県の情報提供後に検討
予定。

・排水施設等の情報を確認・
共有し、排水ポンプの設置箇
所 のを選定する。

・所管する樋門等の操作要領
や操作方法等についての現
状把握を実施。

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備
・排水ポンプ車配備訓練の実
施

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備を実施。
・H28に排水ポンプ車配備訓
練を実施（H29、H30未実
施）。
・今後も継続的に実施する。

・関係機関が連携した排水実
働訓練の実施

・H28に関係機関が連携した
排水実働訓練を実施（H29、
H30未実施）。
・今後も継続的に実施する。

・排水施設等の情報を確認・
共有し、排水ポンプの設置箇
所の選定する。

・引き続き検討。

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備
・排水ポンプ車配備訓練の実
施

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の確認をH28に実施し
た。

・関係機関が連携した排水実
働訓練の実施

・【R1.6】関係機関と連携した
総合防災訓練を実施

・広域支援拠点等の配置等を
検討

-

・排水施設等の情報を確認・
共有し、排水ポンプの設置箇
所の選定する。

・引き続き検討。

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備
・排水ポンプ車配備訓練の実
施

・【H31.4.26】洪水対応演習と
併せて確認。

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備。

・排水施設等の情報を確認・
共有し、排水ポンプの設置箇
所の選定する。

・調査検討中。

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備
・排水ポンプ車配備訓練の実
施

④内水排水ポンプ
の運転調整の検
討

T,U,
V

H28
年度
から
検討

内水排水ポン
プの運転調整
基準及び方法
の検討

①大規模災害時
の救援・救助活動
等支援のための拠
点等配置計画の
検討を実施

E,T

H28
年度
から
検討

広域支援拠点
等の検討・支
援

③関係機関が連
携した排水実働訓
練の実施

W
順次
実施

排水実働訓
練・水防管理
団体が行う水
防訓練への参
加

T,U

H28
年度
から
検討

排水計画の検
討

②排水ポンプ車の
出動要請の連絡
体制等を整備

U
引き
続き
実施

出水時連絡体
制の確認・整
備

①大規模水害を想
定した信濃川下流
排水計画（案）の
検討を実施

－

・広域支援拠点等の配置等を
検討

－

・関係機関が連携した排水実
働訓練の実施

・調査検討中。

・広域支援拠点等の配置等を
検討

・関係機関が連携した排水実
働訓練の実施

－

・運転調整基準及び方法の
検討

・方法は確立済み。課題が出
てき次第、改善する。

・広域支援拠点等の配置等を
検討

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備。

・水防訓練と合同で実施を検
討する。
・河川管理者が行う定期的な
操作訓練への参加を検討す
る。

－

・排水施設等の情報を確認・
共有し、排水ポンプの設置箇
所の選定する。

・検討中。

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い毎年
確認する。

・検討中。

・排水施設等の情報を確認・
共有し、排水ポンプの設置箇
所の選定する。

・検討中。

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の確認を行う。

・洪水対応演習にて排水ポン
プ車出動要請の連絡体制の
確認を行った。
・今後も継続的に実施する。

・水防訓練と合同で実施す
る。
・河川管理者が行う定期的な
操作訓練への参加を検討す
る。

・関係機関が連携した水防訓
練にて、河川管理者と合同で
災害対策車両の訓練を実
施。

運転調整基準及び方法の検
討

・運転調整基準及び方法の
検討。

・新たな浸水想定区域に対応
した人員や物資の輸送・供給
計画の見直しを検討

江南区天野地区河川防災ス
テーション内における防災活
動等施設整備に関して、信濃
川下流河川事務所と施工内
容や時期等を調整中。

・排水負担のあり方も含め
て、信濃川下流排水計画
（案）の策定に際し、関係機関
と協力して検討を実施

・検討中。

・排水機場の運用方法（操作
規則）の変更について、関係
機関と協議を開始

・実施中。・運転調整基準及び方法の
検討。

・新たな浸水想定区域に対応
した拠点等配置の見直しを検
討

・新たな浸水想定区域に対応
した拠点等配置の見直しを検
討。

・関係機関と協力して検討を
実施

・関係機関と協力して検討を
実施。

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備
・排水ポンプ車配備訓練の実
施

・【R1.6】信濃川下流河川事務
所や水防活動協力事業所等
と連携した排水実働訓練の実
施。

・運転調整基準及び方法の
検討

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備。
・【R1.6】排水ポンプ車配備訓
練の実施。

・信濃川下流河川事務所や
水防活動協力事業所等と連
携した排水実働訓練の実施

・運転調整基準及び方法の
検討

－

・広域支援拠点等の配置等を
検討

－

・排水施設等の情報を確認・
共有し、排水ポンプの設置箇
所の選定する。

－

・排水ポンプ車出動要請の連
絡体制の整備
・排水ポンプ車配備訓練の実
施

・検討中。

・水防訓練と合同で検討す
る。
・河川管理者が行う定期的な
操作訓練への参加を検討す
る。

－
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